
　DXに関しては経済産業省によるDXレポートやDX推進指標、DX銘
柄の公表、ITベンダーなどによるDXコンサルティングの事業化、民
間企業によるさまざまな取組のWeb公開などが広く行われ、「DX」
という用語が一般化している。しかしながらDXは、顧客や社会の
ニーズに基づく製品やサービスやビジネスモデルの変革から、業務、
組織、プロセス、企業文化・風土の変革まで幅広い概念を包括してい
るため、DX取組状況の把握は容易ではない。そこでIPAでは、イン
ターネット上の公表情報から収集したDX事例を基に俯瞰図を作成
し、DXの取組状況を可視化した。
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第１章

総論

はじめに1
IPAではDXの取組状況を概観するために、既存のアンケート調査等からDXの取組を行う企業属性

の傾向等を明らかにし、これらを整理するための軸を検討するとともに、その軸に基づきインターネッ
ト上の公表情報から収集したDX事例をマッピングした俯瞰図を作成する調査を実施することとした

（以降、第2部では「本調査」と言う）。
DXの取組状況を俯瞰図で可視化することにより、DXに取組む／取組もうとする企業等が規模や産

業、地域などの視点から自社の取組に参考となる具体的な事例を参照できるほか、業務改革から事業改
革への展開や周辺地域の取組との連携などを図る際の参考となる。さらに、我が国の企業のDXを支援
する国や自治体、情報通信企業などによる取組の検討にも参考になると期待される。

以下では、本調査の実施概要、作成された俯瞰図などを説明する。

調査方法2
本調査は図表2-1に示す手順で実施した。

	 図表2-1	 本調査の構成

マクロ調査 DX事例調査 俯瞰図作成

1 株式会社NTTデータ経営研究所 日本企業のデジタル化への取り組みに関するアンケート調
2 株式会社帝国データバンク DX推進に関する企業の意識調査（2022年1月）

2.1 株式会社帝国データバンク
特別企画：DX 推進に関する企業の実態
（「DX推進に関する企業の意識調査」データからの分析含

3 PwC Japanグループ 2021年DX意識調査―ITモダナイゼーション編―
4 株式会社INDUSTRIAL-X 企業のDX実現に向けた課題とコロナ前後の意向に関する調
5 ＭＭ総研 中小企業のDX推進における課題分析（2022年3月）
6 株式会社 エイトレッド 地方都市の中小企業のDX実態調査（2022年1月）
7 株式会社 エイトレッド 東京都の中小企業におけるDX実態調査（2021年12月）
8 株式会社電通デジタル 日本における企業のデジタルトランスフォーメーション調
9 アビームコンサルティング株式会社 日本企業のDX取り組み実態調査（2020年12月）
10 デル・テクノロジーズ株式会社 DX動向調査 2021
11 経済産業省 デジタルトランスフォーメーション調査2022

12 経済産業省
地域未来牽引企業アンケート(第2回 スマートかつ強靱な地
けた研究会,資料２）（令和3年２月）

13 経済産業省/NRI 令和２年度中小企業のデジタル化に関する調査に係る委託
14 経済産業省 中国経済産業局/株式会社東京中国地域における地域未来牽引企業等の経営デジタル化・  
15 総務省/情報通信総合研究所 デジタルデ タの経済的価値の計測と活用の現状に関する

分類 No. 発行元 題名

民間企業

官公庁

複数の既存公開アンケート調査をマクロ的に
把握し、DXの取組状況を整理するための軸
（企業規模、産業、地域等）を抽出

各種アンケート調査結果等資料例

俯瞰図の整理軸（企業規模、産業、地域
等）に基づいて、我が国のDX事例を収集

事例の整理軸
「企業規模」 「産業」 「地域」等を基に、各軸で
設定した区分ごとに一定数以上の事例を収集

収集方法
企業等のホームページ・ニュースリリースや専門誌
等の文献、ネット記事、官公庁公表資料等から
収集

収集した我が国のDX事例内容を整理軸に
基づいてマッピングし、俯瞰図を作成

俯瞰図イメージ

農業，林業，漁業，
鉱業，採石業，
砂利採取業

宿泊業，
飲食サービス業

20%未満 20%以上30％未満 30%以上

医療，福祉 製造業 卸売業，小売業 情報通信

“デジタル
トランス

フォーメーション“
取組内容

“デジタル
オプティマイ
ゼーション“
取組内容

生産性向上を目的とした業
務変革の事例あり

• IoT・ドローンを活用した農
作業効率化(トレボー、農
業，林業) (No.●●)

• IoTセンサーを用いた牡蛎
生育遠隔管理(リブル、漁
業) (No.●●)

共同組織では、販路拡大
策を目的としたプラット
フォーム活用事例あり

• バーチャル見本市サービス導
入による水産物販路拡

(香川県信用漁業協同組合
連合会、農業，林業)
(No.●●)

AIを活用した従業員の負
荷軽減に取り組む事例が
確認できる

• AI来客予測を基にした食品
ロスと従業員負荷の削減
(有限会社ゑび
や)(No.●●)

• AIの活用による食材自動
発注(ねぎしフードサービス) 
(No.●●)

デジタル技術の活用による
新規顧客受け入れ体制を
整備している事例あり

• AIを活用した外国人等宿
泊客対応業務変革

(いろりの宿) (No.●●)
• スマホ×RFIDによる宿泊施
設利用者への情報展開

(IIOプロデュース) (No.●●)

データ連携プラットフォーム
や、チャットツール導入によ
る院内外の情報共有事例
あり

• 医療データ連携プラット
フォームによる業務効率化

(医療法人札幌ハートセン
ター) (No.●●)
• クラウドサービスによる院内
外情報共有(医療法人ほー
むけあ) (No.●●)

先端技術やセンサーを活用
にした顧客体験変革の事
例が多い

• 仮想現実（VR）を用いた
リハビリテーション

(医療法人えいしん会) 
(No.●●)
• ICT活用見守りシステムによ
る入居者ケア業務効率化・
高度化

(エクセレントケアシステム) 
(No.●●)

AIによる画像解析を用い
た業務効率化や品質向上
に取り組む事例あり

• AIを活用した豆腐検品業
務の効率化(四国化工機
株式会社) (No.●●)

• AIを用いた化粧筆穂先検
品システム開発 (晃祐堂) 
(No.●●)

• AI活用による夾雑物除去
作業自動化(カゴメ) 
(No.●●)

既存のサプライチェーン変
革には直接的には関連しな
い事例が多い

• AIを用いた自動販売機欠
品防止と適正在庫配置の
実現(サントリー食品インター
ナショナル株式会社) 
(No.●●)

• MR（複合現実）を用いた
クラウドAI外観検査システム
の展開 (リョー
ワ)(No.●●)

大企業主導で自社外のサ
プライチェーンも含めた最
適化を目的とした事例あり

• 自社開発システムによる配
送パートナー含めた配送業
務改革(アスクル) 
(No.●●)

• IoT圃場データ活用による
ジャガイモ生産業務改革

(カルビーポテト) (No.●●)

既存のサプライチェーンを
変革・代替する新規ビジネ
ス事例が確認できる

• 工具ユーザーからの注文を
不要にする”置き工具”サー
ビス(トラスコ中山) 
(No.●●)

• 地産地消を実現する青果
流通プラットフォーム(やさい
バス) (No.●●)

一次産業、製造業、行政
等の業務効率化を支援す
る事例あり

• IoTを用いた林業安全管理
業務高度化(ASロカス) 
(No.●●)

• PHRデータ等を用いた子育
て支援ネットワーク強化(カナ
ミックネットワーク) 
(No.●●)

医療や農業など、他業種分
野に該当する新規ビジネス
モデル事例あり

• ウェアラブル型端末収集情
報に基づく専門医遠隔診療
(アルム) (No.●●)

• 遠隔水位調整サービスを用
いた在宅勤務者雇用マッチ
ング事業(笑農和) 
(No.●●)

50億円未満 50億円以上
100億円未満

100億円以上
1,000億円未満 1,000億円以上

取引先含めたサプライチェーン
全体の改革に取り組む事例見られ
る

• ＡＩによる石油精製・石油プラント
の自動運転実現（製造業）(No.●●)

• 自社開発システムによる配送パート
ナー含めた配送業務改革（卸売業，
小売業）(No.●●)

• 自動運転フォークリフトとトラック
運行の連携によるサプライチェーン
改革（建設業）(No.●●)

業界共通プラットフォーム提供事
例等あり

• ガス業界内外で利用可能な受発注プ
ラットフォームサービス展開（電
気・ガス・熱供給・水道業(No.●●)

• 物流プラットフォームサービスによ
る顧客・同業他社連携強化（運輸業、
郵便業）(No.●●)

• センサ・AI活用ロボット導入による
関係者コミュニケーション促進（医
療、福祉）(No.●●)

一部、顧客や同業他社を巻き込ん
だデジタル化事例もあり

• IoT圃場データ活用によるジャガイモ
生産業務改革（卸売業，小売業）
(No.●●)

• スマホを用いた介護情報デジタル化
と業務効率化（医療，福祉）

• マイナンバーカードとスマホを活用
した電子契約の取組（金融業、保険
業） (No.●●)

• AIを活用した豆腐検品業務の効率化
（製造業） (No.●●)

自社ノウハウ・技術を用いた、
新規ビジネス領域への取組も見ら
れる

• 航空レーザ測深技術を用いた釣り情
報サービスアプリ展開（学術研究，
専門・技術サービス業） (No.●●)

• バーチャル見本市サービス導入によ
る水産物販路拡大（漁業）

• 入出金情報等を基にしたトランザク
ションレンディング（金融業，保険
業） (No.●●)

• 介護タクシー業者と患者のマッチン
グPFサービスの取組（情報通信業）
(No.●●)

業務の可視化・自動化による効率
化事例が中心

• 社データ一元管理・システム統合に
よる全社業務効率化（製造業）
(No.●●)

• AIの活用による食材自動発注（宿泊
業，飲食サービス業） (No.●●)

• 独自アプリによる個別送迎業務効率
化（医療、福祉） (No.●●)

各企業の業種・ノウハウに応じた
ソリューションの開発・提供がな
されている

• 建築業向けMRソリューションの開
発・導入・販売（建設業） (No.●●)

• 介護サービス関係者間での情報共有
を可能とするデータベース（製造
業） (No.●●)

• メタバースによるスポーツ観戦空間
の提供（情報通信業） (No.●●)

• 水道利用状況データを活用した高齢
者見守りシステム（製造業）
(No.●●)

業務の可視化・自動化による効率
化事例が中心

• IoT・ドローンを活用した農作業効率
化（農業，林業）(No.●●)

• IoTセンサーを用いた牡蛎生育遠隔管
理（漁業） (No.●●)

• AI OCRによる保険契約申込書入力業
務自動化（金融業，保険業）
(No.●●)

• RPAの活用によるガス使用量把握業務
自動化（電気・ガス・熱供給・水道
業） (No.●●)

スタートアップ含め、マッチング
事業や先進技術ソリューションに
よる新規サービス・商品の取組事
例あり
• 地産地消を実現する青果流通プラッ
トフォーム（卸売業，小売業）
(No.●●)

• 遠隔水位調整サービスを用いた在宅
勤務者雇用マッチング事業（情報通
信業） (No.●●)

• MR（複合現実）を用いたクラウドAI
外観検査システムの展開（株式会社
リョーワ）(No.●●)

• 各種センサー情報から異常検知を行
う見守りサービス（情報通信業）
(No.●●)

①

②

③
⑤

④

⑦⑧

⑨⑩

⑥

②東北地方
 人口減少・高齢化が進む
東北では、AI等を用いた
業務変革に取り組む事例
が確認できる

 また、顧客体験変革の事
例も見られる

③関東地方
 大企業やベンチャー企業が
集まる関東では、”デジタル
トランスフォーメーション”に
取り組んでいる事例が多く
みられる

 企業間連携によるDXへの
取り組みも目立つ

＜関連事例＞
“デジタルオプティマイゼーション”

• IoTを用いた林業安全管理業務
高度化(千葉、情報通信業)
(No.●●)

“デジタルトランスフォーメーション”
• 「柏の葉」でのヘルスケアサービス開
発エコシステム構築(東京、不動産
業，物品賃貸業) (No.●●)

⑤東海地方
 工業地帯である東海では、
デジタル技術の活用により、
業務変革や市場改革に取
り組む事例も確認できる

⑦関西地方
 関西では、大阪市を中心
に、デジタル技術を用いた
データ利活用により、顧客
体験変革事例が多く見ら
れる

⑨四国地方
 高齢化が進む四国では、
高齢漁業者なども考慮した
水産養殖業でのDX事例
や、漁協での販路拡大を
目的としたDX事例も確認
できる

④甲信越地方
 精密機械工業も多い甲信
越ではセンサー等で収集し
たデータの利活用により、業
務変革や新商品開発によ
る競争力強化に取り組む
事例もあり

⑥北陸地方
 働き手が不足する北陸に
おいては、AI等の活用も含
む業務変革や雇用のマッチ
ング事例も見られる

⑧中国地方
 既存業務効率化関連の
事例が多い中、広島市を
中心に、先端技術等を活
用した市場改革を目指す
事例も確認できる

⑩九州・沖縄地方
 業務変革を目的にデジタル
技術を活用する事例が多
い

 都市部や観光地では社会
変革に取り組む動きも見ら
れた

①北海道
 広大な土地での農作業や
観光業などでの、デジタル
技術を活用した業務変革
に取り組む事例がみられる

＜関連事例＞
“デジタルオプティマイゼーション”

• 圃場データ活用による収穫順位・
コンバイン割り当て最適化(北海
道、複合サービス事業)
(No.●●)

“デジタルトランスフォーメーション”
• コネクテッドカーによる法人向けEV
カーシェアリングの取組(北海道、
電気・ガス・熱供給・水道業)
(No.●●)

＜関連事例＞
“デジタルオプティマイゼーション”

• IoTによる製造工程情報見える
化(岐阜、製造業) (No.●●)

“デジタルトランスフォーメーション”
• 地産地消を実現する青果流通プ
ラットフォーム(静岡、卸売業，小
売業) (No.●●)

＜関連事例＞
“デジタルオプティマイゼーション”

• 自動運転フォークリフトとトラック運
行の連携によるサプライチェーン改
革(大阪、建設業) (No.●●)

“デジタルトランスフォーメーション”
• センサーを用いた関連施設トイレ
空き状況のアプリ配信(大阪、運
輸業，郵便業) (No.●●)

＜関連事例＞
“デジタルオプティマイゼーション”

• ディープラーニングを活用した酒造
り職人技術継承(岩手、製造業)
(No.●●)

“デジタルトランスフォーメーション”
• AIを活用した外国人等宿泊客
対応業務変革(福島、宿泊業，
飲食サービス業) (No.●●)

＜関連事例＞
”デジタルオプティマイゼーション”

• センシングデータの収集・活用によ
る建設現場生産性向上の取組

(山梨、建設業) (No.●●)
“デジタルトランスフォーメーション”

• 水道利用状況を活用した高齢者
見守りシステム(長野、製造業)
(No.●●)

＜関連事例＞
“デジタルオプティマイゼーション”

• AI画像認識活用した惣菜量売り
機の導入(福井、卸売業，小売
業) (No.●●)

“デジタルトランスフォーメーション”
• 遠隔水位調整サービスを用いた
在宅勤務者雇用マッチング事業
(富山、情報通信業)
(No.●●)

＜関連事例＞
“デジタルオプティマイゼーション”

• クラウドAIを活用した顧客データ
活用基盤整備(岡山、製造業)
(No.●●)

“デジタルトランスフォーメーション”
• メタバースによるスポーツ観戦空間
の提供(広島、情報通信業)
(No.●●)

＜関連事例＞
“デジタルオプティマイゼーション”

• IoTセンサーを用いた牡蛎生育遠
隔管理(徳島、漁業)
(No.●●)

“デジタルトランスフォーメーション”
• バーチャル見本市サービス導入に
よる水産物販路拡大(香川、漁
業) (No.●●)

＜関連事例＞
“デジタルオプティマイゼーション”

• AI・IoT活用による碍子（ガイ
シ）製造・品質管理業務改革

(佐賀、製造業) (No.●●)
“デジタルトランスフォーメーション”

• APIを通じた金融機能の非金融
企業デジタルサービスへの組み込
み(福岡、金融業，保険業)
(No.●●)
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「マクロ調査」「DX事例調査」「俯瞰図作成」の概要は以下のとおりである。

（1） DXの現状把握資料の取りまとめ（マクロ調査）

我が国の企業DXの取組状況を概観するため、一般に公開されているアンケート調査などを収集、分
析した。具体的には、民間企業、官公庁（民間への委託含む）、各種団体におけるアンケート調査結果等、
幅広い資料を収集し、これらの資料に基づき、企業規模、産業、地域ごとのDXの取組状況について取り
まとめている。参照した具体的な調査資料名などについては、図表2-2に記載している。また、調査結果を
分析し、DXの取組状況と実施主体の属性との関係を明らかにすることで、DXの取組状況を整理する
ための軸（以降、「整理軸」と言う）を導出した。

（2） 我が国のDX事例の収集、取りまとめ（DX事例調査）

マクロ調査で導出した整理軸である「企業規模」「産業」「地域」の観点から、企業のWebや専門誌の文
献、ネット記事などを基に幅広い企業属性のDX事例を収集した。

事例収集に際しては、マクロ調査で確認した事業属性ごとの傾向が把握できるよう、＜DXの取組内
容＞＜地域＞＜産業＞＜企業規模＞＜その他＞等の切り口を設け、それぞれの各区分に該当する事例
数を一定数以上収集している。

（3） DXの取組の俯瞰的整理（俯瞰図作成）

DX事例調査で収集したDX事例をマッピングした俯瞰図を作成した。俯瞰図については、「企業規模
別」「産業別1」「産業別2」「地域別1」「地域別2」のほか、他企業との連携パターン別にどのような事例が存
在しているのか概観する「他企業・団体協働類型別」も作成している。
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第２章

国内産業におけるDXの取組状況の概観

マクロ調査1

（1） マクロ的な現状把握調査の概要

現在、あらゆる産業において、デジタル技術を用いた既存業務の効率化・高度化や、新規ビジネス創
出、ビジネスモデル変革といった、いわゆるDXの必要性が叫ばれている。一方で、業界的な慣習や、人
材・スキルの不足、予算上の制約など、さまざまな課題から、DXへの取組が難しい企業もあるものと
推定される。国や調査会社のアンケート調査はDXの取組状況や課題を抽出していると期待される。そ
こで今回、我が国のDXのマクロ的な現状を把握するため、一般に公開されているアンケート結果など
を基に調査を実施した。

本調査のうち、マクロ調査の実施に当たっては、民間企業、官公庁（民間への委託含む）、各種団体にお
けるアンケート調査結果など幅広い資料を収集（図表2-2）し、企業規模、産業、地域ごとのDXの取組の現
状について確認、取りまとめている。また、これらの資料とは別に、IPAが2022年6月から7月にかけて実
施した「企業を中心としたDX推進に関する調査」の結果も一部参照している。

なお、第2部にて参照している各種資料では、その調査ごとにアンケート母集団やアンケート対象者
抽出方法、DXの定義、企業規模・産業・地域などの分類軸が異なる。そのため、各調査結果が示す傾向
は必ずしも整合するものではないが、DX事例収集における整理軸としての企業属性と、その属性別で
の大まかな傾向を見極めるためには有効と考えている。
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	 図表2-2	 アンケート調査結果等資料例

分類 No. 発行元 題名

民間 
企業

1 株式会社NTTデータ経営研究所 日本企業のデジタル化への取り組みに関するアンケート調査
（2019年8月）

2 株式会社帝国データバンク DX推進に関する企業の意識調査（2022年1月）

2.1 株式会社帝国データバンク 特別企画：DX 推進に関する企業の実態（「DX推進に関する企業
の意識調査」データからの分析含む）（2022年3月）

3 PwC Japanグループ 2021年DX意識調査―ITモダナイゼーション編―

4 株式会社INDUSTRIAL-X 企業のDX実現に向けた課題とコロナ前後の意向に関する調査
（2021年7月）

5 MM総研 中小企業のDX推進における課題分析（2022年3月）

6 株式会社 エイトレッド 地方都市の中小企業のDX実態調査（2022年1月）

7 株式会社 エイトレッド 東京都の中小企業におけるDX実態調査（2021年12月）

8 株式会社電通デジタル 日本における企業のデジタルトランスフォーメーション調査
（2021年度）

9 アビームコンサルティング株式会社 日本企業のDX取り組み実態調査（2020年12月）

10 デル・テクノロジーズ株式会社 DX動向調査 2021

官公庁

11 経済産業省 デジタルトランスフォーメーション調査2022

12 経済産業省 地域未来牽引企業アンケート（第2回 スマートかつ強靱な地域経
済社会の実現に向けた研究会,資料２）（令和3年２月）

13 経済産業省 令和２年度中小企業のデジタル化に関する調査

14 経済産業省 中国経済産業局 中国地域における地域未来牽引企業等の経営デジタル化・DXの
実態調査

15 総務省/情報通信総合研究所 デジタルデータの経済的価値の計測と活用の現状に関する調査 
研究

16 総務省/情報通信総合研究所 デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクト
に関する調査研究（2021年3月）

17 文部科学省 科学技術・学術政策研究所 科学技術に関する国民意識調査－DX について－

その他
団体

18 独立行政法人 情報処理推進機構 デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進に向けた企業と
IT人材の実態調査（2020年5月14日）

19 独立行政法人 情報処理推進機構 デジタル時代のスキル変革等に関する調査（2022年4月）

20 独立行政法人 情報処理推進機構 デジタル時代のスキル変革等に関する調査（2021年4月）

21 独立行政法人 中小企業基盤整備機構 中小企業のDX推進に関する調査（2022年5月）

22 独立行政法人 労働政策研究・研修機構
ものづくり産業におけるDX（デジタルトランスフォーメーショ
ン）に対応した人材の確保・育成や働き方に関する調査（令和３
年５月）

23 日本情報システム・ユーザー協会 企業IT動向調査報告書 2022

24 ITスキル研究フォーラム DX意識と⾏動調査（2021年 11⽉）

25 日本情報システム・ユーザー協会 「デジタル化の取り組みに関する調査」（2020年5月）
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（2） 企業規模別のDXの現状

DXの取組の推進に際しては、一定の投資・支出や、取組を進めるための組織・人材・ノウハウが必
要となる。一般に、企業規模が大きいほど投資余力も大きく、また、人材やノウハウも豊富であることを
考慮すると、DXに取組んでいる企業の割合については企業規模別に差異が生じていることが考えら
れる。そこで、企業規模が事例の整理軸の一つとして適当ではないかと考え、官公庁、民間、その他団体
などが公表しているDXの取組に関する調査資料から企業規模によるDXの取組状況の傾向を捉えるこ
ととした。以下では、特徴的な調査結果を取上げる。

総務省が実施した、DXの日本経済に与えるインパクトを推計する2020年度の調査研究事業「デジ
タル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」（以下「総務省調査」と
言う）の中では、企業におけるDXの進捗状況や課題などを把握している。同事業の報告書（2021年3月）
の中に掲載されている「企業向けアンケート調査」＊1は、広く調査を実施した「プレ調査」、およびプレ調
査の結果からDXに取組んでいる企業を抽出して詳細な調査を実施した「本調査」で構成されている。プ
レ調査の結果では大企業の4割強がDXに取組んでいるのに対して、中小企業では1割強にとどまってい
る。

また、IPAが2022年6月から7月にかけて実施した「企業を中心としたDX推進に関する調査」において
も、売上規模が大きくなるほどDXに取組んでいる企業の割合も高くなる傾向が確認できた（図表2-3）。

これらの結果から、規模の大きい企業ほどDXに取組んでいる割合が高くなる傾向が確認された。

	 図表2-3	 2021年度単体売上高別DX取組状況

50億円未満（n=158）

50億円以上100億円未満（n=78）

100億円以上300億円未満（n=94）

300億円以上500億円未満（n=51）

500億円以上1000億円未満（n=61）

1000億円以上（n=101）

■全社戦略に基づき、全社的にDXに取組んでいる
■全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取組んでいる
■部署ごとに個別でDXに取組んでいる
■取組んでいない
■創業よりデジタル事業をメイン事業としている
■わからない
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また、DXの推進に向けた課題について、独立行政法人中小企業基盤整備機構では、DXの取組が遅
れているといわれる中小企業における現状や課題・期待等を把握するための調査として、全国中小企
業経営者、経営幹部（個人事業主除く）を対象としたアンケート調査を2022年3月に実施し、「中小企業の

＊ 1　�調査対象は Web アンケート調査会社が保有する就業者モニター（企業の就業者）から、勤務先企業 DX 関連
の取組を把握しているモニターを抽出（プレ調査 :20,321 サンプル、本調査 :1,068 サンプル）。�  
調査方法は WEB アンケート調査。<https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/linkdata/r03_02_houkoku.pdf>
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DX推進に関する調査 アンケート報告書（2022年5月）」＊2を公表している。
本報告書の「DXに取組むに当たっての課題」の回答結果では、従業員20人以下＊3の中小企業の場合、

予算の確保（26.4%）、DX人材の不足（23.5%）の他、「具体的な効果や成果が見えない」（24.3%）「何から始
めてよいかわからない」（22.8%）といったDXを始めるにあたっての課題が上位になっている（図表2-4）。
一方で従業員21人以上の中小企業では、DX人材の不足が41.8%と、従業員20人以下の企業よりも18.3ポ
イントも高く、IT人材の不足が33.4%、企業文化・風土に関する課題が25.7%と続いている（図表2-5）。

このことから、従業員20人以下の企業においてはDXに取りかかることが難しい状況が、従業員21人
以上の企業ではDXに取組むなかで人材不足や企業文化・風土などがより大きな課題として顕在化し
ている状況がうかがえる。

	 図表2-4	 DXに取組むに当たっての課題（従業員規模20人以下）

� （複数回答 ｎ=584）
出典：独立行政法人 中小企業基盤整備機構「中小企業のDX推進に関する調査（2022年5月）」

＊ 2　�調査対象は全国の中小企業経営者、経営幹部（個人事業主等を除く）1,000 社。調査方法は WEB アンケート調査。 
<https://www.smrj.go.jp/research_case/research/questionnaire/favgos000000k9pc-att/
DXQuestionnaireZentai_202205.pdf>

＊ 3　�中小企業基本法では、おおむね常時使用する従業員の数が 20 人以下（商業又はサービス業では 5 人以下）の
事業者を「小規模企業者」と定義している。
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	 図表2-5	 DXに取組むに当たっての課題（従業員規模21人以上）

（複数回答 ｎ=416）
出典：独立行政法人 中小企業基盤整備機構「中小企業のDX推進に関する調査（2022年5月）」

以上の結果より、企業規模が小さいほどDXに取組んでいる割合が低いこと、中小企業の中でも従業
員20人以下の企業では、予算の確保、DX人材の不足のほか、「具体的な効果や成果が見えない」、「何か
ら始めてよいかわからない」といったDXを始めるにあたっての課題があることが確認された。

（3） 産業別のDXの現状

DXを進めるためには、アナログ・物理的データのデジタル化（デジタイゼーション）が必要となる。
たとえば、金融業界では、業界や本支店でのネットワーク整備やモバイルサービス提供など電子化の基
盤整備は早期から実現されているが、書面・押印・対面手続きなど制度や慣習に基づくデジタイゼー
ションの課題は一部残されている＊4。農業においては、デジタル化が進んでいないイメージがあるが、
農林水産省のスマート農業の支援事業なども行われており、農林水産省の「令和4年農業構造動態調査
結果」では、データを活用した農業を行っている農業経営体数が全体の23.3%に増加している＊5。このよ
うに、データのデジタル化の現状は産業ごとに異なる。また、企業の事業規模の分布や利益構造、外部環
境上の課題など、産業ごとの違いの影響によりDXへの取組状況に差異が生じていることも推定され
る。そこで、DXに取組んでいる企業の産業別割合について、公開されているDX関連の調査資料の中か
ら比較的サンプル数が多く、個々の産業のDXの取組状況を比較可能な調査結果を抽出のうえ、その内
容を確認した。

＊ 4　�金融庁「金融業界における書面・押印・対面手続の見直しに向けた検討会」�  
<https://www.fsa.go.jp/singi/shomen_oin/index.html>

＊ 5　�スマート農業実施率は 23.3％に　農林水産省・農業構造動態調査結果�  
<https://www.projectdesign.jp/articles/news/47d58391-25be-48a8-a623-add165756f01>
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前項でも言及した総務省調査の報告書の中に掲載されている「企業向けアンケート調査」のプレ調
査では、「情報通信業」「金融業、保険業」でDXに取組んでいる企業の割合が他産業と比較して高い（図表
2-6）。

	 図表2-6	 業種別のDXの取組状況
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農業、林業(n=22)
漁業(n=4)

鉱業、採石業、砂利採取業(n=7)
建設業(n=3627)
製造業(n=3663)

電気・ガス・熱供給・水道業(n=756)
情報通信業（通信業）(n=312)
情報通信業（放送業）(n=13)

情報通信業（情報サービス業）(n=1026)
情報通信業（インターネット附随サービス業）(n=234)
情報通信業（映像・音声・文字情報制作業）(n=79)

運輸業、郵便業(n=1393)
卸売業、小売業(n=1846)
金融業、保険業(n=743)

不動産業、物品賃貸業(n=577)
学術研究、専門・技術サービス業(n=177)

宿泊業、飲食サービス業(n=828)
生活関連サービス業、娯楽業(n=636)

教育、学習支援業(n=656)
医療、福祉(n=2870)

複合サービス事業(n=89)
サービス業（他に分類されないもの）(n=796)
公務（他に分類されるものを除く）(n=70)

その他(n=246)

2018年度以前から実施している 2019年度から実施している 2020年度から実施している
実施していない、今後実施を検討 実施していない、今後も予定なし

出典：総務省「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究（2021年3月）」＊6

「農業、林業」でもDXの取組状況が「実施している」の合計は45.4%と高いが（平均値は22.9%）、サンプ
ルが22件（全体の0.1％）と少数であった。なお、「実施している」の合計とは「2018年度以前から実施して
いる」「2019年度から実施している」「2020年度から実施している」の合計のことをいう。これに対して、
企業のDX推進状況や課題を把握するために株式会社帝国データバンクが実施した「DX推進に関する
企業の意識調査（2022年1月）」 ＊7（以下「TDB調査」と言う）では、「農・林・水産業」の合計が12.3%であり、
総務省調査の結果とは大きな差がある（図表2-7）。なお、同じ産業分類が存在する「建設業」では総務省調
査が20.7%、TDB調査が11.4%、「製造業」では同22.8%と14.7%と10ポイント以下の差であった。総務省調
査はWebアンケート調査会社が保有する就業者モニターを利用しているため農業や林業には届きにく
い、件数が少ないため誤差が大きいなどの原因が想定される。

＊ 6　https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/linkdata/r03_02_houkoku.pdf
＊ 7　�調査対象は全国 2 万 3,826 社、有効回答企業 1 万 769 社（回答率 45.25%）。�  

<https://www.tdb.co.jp/report/watching/press/pdf/p220105.pdf>
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	 図表2-7	 DXの「言葉の意味を理解し、取り組んでいる」企業の割合

農・林・水産業 (n=65)

金融業 (n=107)

建設業 (n=1,780)

不動産業 (n=370)

製造業 (n=2,966)

卸売業 (n=2,723)

小売業 (n=447)

運輸・倉庫業 (n=520)

サービス業 (n=1,742)

0 10 20 30 40
（％）

12.3

25.2

11.4
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14.7

14.6

15.7

14.0

24.1

出典：株式会社帝国データバンクが実施した「DX推進に関する企業の意識調査（2022年1月）」

DXの「言葉の意味を理解し、取り組んでいる」企業の割合について、「フィンテック（FinTech）の活用
が活発になってきている『金融』（25.2%）や、ソフト受託開発など企業のDXを支援する『情報サービス』
などを含む「サービス」（24.1%）で高い割合となった」と分析されている。

（4） 地域別のDXの現状

第2章1.（2）「企業規模別のDXの現状」で示したとおり、DXの取組を推進するためには投資余力や人
材・ノウハウが課題となっている例が多い。一般に、都市部ほど企業や労働力となり得る人材が集約さ
れているため、必要となる人材・ノウハウの確保が容易であると考えられる。また、投資余力の大きい
企業も都市部に集約されていることを鑑みると、大都市と地方都市でDXへの取組状況に差異が生じて
いることが推察される。

総務省の「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」の
プレ調査では、東京23区に本社がある企業の4割近くがDXへの取組を実施している一方で、政令指定都
市、中核市、その他市町村と規模が小さくなるにつれてその割合が低くなる結果となっている。このこ
とから、都市圏の企業のほうが地方圏の企業よりもDXに取組んでいる割合が高いことがうかがえる

（図表2-8）。なお、「実施している」の合計とは「2018年度以前から実施している」「2019年度から実施して
いる」「2020年度から実施している」の合計のことをいう。
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	 図表2-8	 地域別のDXの取組状況

25.0%

15.7%

12.3%

8.3%

5.8%

4.3%

3.8%

1.5%

6.4%

3.9%

3.6%

2.1%

18.6%

18.8%

19.0%

15.5%

44.2%

57.3%

61.3%

72.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東京23区
(n=5222)

政令指定都市
(n=5419)

中核市
(n=3835)

その他の市町村
(n=6194)

2018年度以前から実施している 2019年度から実施している 2020年度から実施している

実施していない、今後実施を検討 実施していない、今後も予定なし

出典：総務省「デジタル・トランスフォーメーションによる 経済へのインパクトに関する調査研究」

また、株式会社エイトレッドが公表している「地方都市の中小企業のDX実態調査」＊8では、DXを推
進することを希望する企業が期待することとして「業務効率化」が80.4%と最も高く、次いで「生産性向
上」が69.6%であり、「商圏の拡大」については5.4%にとどまっている。同社が公表している「東京都の中
小企業におけるDX実態調査」＊9では「商圏の拡大」の回答割合が21.3％であることを鑑みると、地方圏の
とくに中小企業においては、生産性向上などの社内向け施策がDXの主眼であり、新たなビジネスや顧
客拡大等のDXについては都市圏と比較すると相対的に取組が進んでいない可能性がある。

（5） マクロ調査まとめ

以上のように、一般に公開されているDX関連のアンケート調査などを整理、分析してきた。その結
果、規模の大きい企業のほうが中小企業と比較してDXの取組が進んでいる傾向がみられた。産業別の
DXの取組状況については、各調査のサンプル数の問題もあり、調査によりばらつきがあるものの、現在
もFinTechの取組が進む金融業や、DX推進のパートナーとなりうる情報サービス業などの業種にお
いてはとくにDXの取組が進んでいる状況がみられた。また、地域別には、大都市圏の企業のほうが地方
圏の企業と比較してDXの取組が進んでいる状況もみられた。

これらのマクロ調査の結果を踏まえ、本調査では企業規模、産業、地域の三つを基本的な整理軸とし
て、我が国におけるDXの取組を俯瞰的に捉えることとした。分析の視点を図表2-9に示す。

＊ 8　�調査対象は東京・大阪・愛知を除く全国の中小企業（従業員数 30 名〜 300 名未満）の経営者・役員 141 名。�  
調査方法はインターネット調査。<https://www.atled.jp/news/20220126_01/>

＊ 9　�調査対象は東京都内の中小企業（従業員数 30 名〜 300 名未満）経営者・役員 185 名。�  
調査方法はインターネット調査。<https://www.atled.jp/news/20211220_01/>

049DX白書2023 049



	 図表2-9	 整理軸と俯瞰図による分析の視点

俯瞰図による
分析の視点

DX事例の整理軸

・産業特性を活かした工夫
・他産業との横断的連携
・DXの取組が進んでいない
産業における好事例 など

・大企業による投資力や
技術力の活用
・中小企業による工夫
・同規模、異なる規模間の
事例の相違点 など

マクロ調査の
分析結果

「企業規模」による
DX事例の整理

「産業」による
DX事例の整理

要因（仮説）︓
・人材
・DXのノウハウ
・投資力
・その他（技術力など）

要因（仮説）︓
・デジタル化の歴史
・産業とデジタルとの関係
・産業の利益率（投資力）
・外部環境
・その他

要因（仮説）︓
・人材の集積など
・先導的企業の集積
・投資力のある企業の集積
・その他

大企業のほうが中小企業
よりDXの取組が進んでいる

産業によりDXの取組
に差がある

大都市のほうが地方より
DXの取組が進んでいる

・大都市の取組の特色
・地域性を活かした工夫
・地域コミュニティの取組
・他地域との連携　など

「地域」による
DX事例の整理

DX事例調査2

（1） 事例の収集

DX事例調査では、企業のWebや専門誌、ネット記事などを基にDXの事例を収集している。前節のマ
クロ調査では、DXへの取組主体である企業の属性（企業規模、産業および地域）の違いにより、その取
組内容に一定の傾向や特徴がみられたため、その属性を以下のように設定した。また、事例を収集する
にあたっては偏りがないように、詳細項目に該当する事例が一定数以上になるように収集している。
＜企業規模＞
「50億円未満」「50億円以上100億円未満」「100億円以上1,000億円未満」「1,000億円以上」の4区分（連結企

業の場合は連結売上）
＜産業＞
「農業、林業」「漁業」「鉱業、採石業、砂利採取業」「建設業」「製造業」「電気・ガス・熱供給・水道業」

「情報通信業」「運輸業、郵便業」「卸売業、小売業」「金融業、保険業」「不動産業、物品賃貸業」「宿泊業、飲食
サービス業」「医療、福祉」「サービス業＊10」の14区分
＜地域＞

北海道、東北（青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県）、関東（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、
千葉県、東京都、神奈川県）、甲信越（新潟県、山梨県、長野県）、北陸（富山県、石川県、福井県）、東海（岐阜
県、静岡県、愛知県、三重県）、関西（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県）、中国（鳥取県、島
根県、岡山県、広島県、山口県）、四国（徳島県、香川県、愛媛県、高知県）、九州（福岡県、佐賀県、長崎県、熊
本県、大分県、宮崎県、鹿児島県）・沖縄の10区分（事例取組企業の本店所在地から各地域区分を判断）

＊ 10　�学術研究、専門・技術サービス業、生活関連サービス業、娯楽業、教育、学習支援業、複合サービス事業、サー
ビス業（他に分類されないもの）。
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（2） 事例の分類

本調査では、収集した事例を「取組内容」に基づいて分類している。
取組内容に応じた区分としては、IPAが公表した「DX実践手引書 ITシステム構築編 完成 第1.0版」

（以下、「手引書」という）における「DXによる変革規模（図表2-10）」が挙げられる。DXを「（1）一部の業
務変革」から「（6）社会の変革」まで、「取組内容」に応じての六つに区分しており、定義や典型例も示され
ているため、事例の分類には適している。また、6区分を“デジタルトランスフォーメーション”および
“デジタルオプティマイゼーション”の2区分にまとめており、事例を基にした分かりやすい可視化の整
理軸として有用である。なお、“デジタルオプティマイゼーション”は、経済産業省「DXレポート2 中間
取りまとめ」におけるDXの「段階」を示す3区分（デジタルトランスフォーメーション、デジタライゼー
ション、デジタイゼーション）のうち、後ろ二者がおおむね該当する。

以降の第2部では、“デジタルトランスフォーメーション”、“デジタルオプティマイゼーション”と表
記する場合は、図表2-10のものを指す。また、第2部におけるDXは、両者を含む広義のデジタルトランス
フォーメーションを指す。

	 図表2-10	 DXの取組内容の分類（DXによる変革規模）

出典：独立行政法人情報処理推進機構「DX実践手引書 ITシステム構築編 完成 第1.0版」から抜粋
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以下、本調査で収集したDX事例の一覧を図表2-11に示す。各事例は手引書の「（1）一部の業務変革」か
ら「（6）社会の改革」（図表2-10参照）のどれに該当するかを分類している。なお、各事例情報の参照文献等
のURLについては、第2部末尾の＜参考資料＞に記載している。

	 図表2-11	 DX収集事例一覧

NO. 事例名

企業属性 手引書区分

企業名 業種 売上規模 地域
デ
ジ
タ
ル

オ
プ
テ
ィ
マ
イ
ゼ
ー
シ
ョ
ン

デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス

フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン

６
区
分

1 IoT・ドローンを活用した農作業効率
化 トレボー株式会社 農業、林業 50億円未満 北陸 ○ （1）

2 QRコードを活用した果樹作業記録の
見える化

もりやま園株式会
社 農業、林業 50億円未満 東北 ○ （1）

3 搾乳ロボットによる乳牛モニタリング
業務改革

株式会社さいとう
FARM 農業、林業 ー 北海道 ○ （1）

4 ドローンによる森林調査業務改革 有限会社天女山 農業、林業 ー 甲信越 ○ （1）

5 IoTセンサーを用いた牡蛎生育遠隔管
理 株式会社リブル 漁業 50億円未満 四国 ○ （1）

6 AIを活用したプラント点検・監視業務
の高度化 日鉄鉱業株式会社 鉱業、採石業、砂利採

取業 1,000億円以上 関東 ○ （1）

7 地震探査データ解釈・岩相・化石種判
定自動化 株式会社INPEX 鉱業、採石業、砂利採

取業 1,000億円以上 関東 ○ （1）

8 センサー付きヘルメットによる作業者
健康状態のリアルタイム管理 株式会社大竹組 建設業 50億円未満 四国 ○ （1）

9 建設業における従業員労働時間リアル
タイム把握 株式会社福地組 建設業 50億円未満 九州・

沖縄 ○ （1）

10 センシングデータの収集・活用による
建設現場生産性向上の取組 平賀建設有限会社 建設業 50億円未満 甲信越 ○ （1）

11 AIを活用した山岳トンネル施工作業の
自動判定システム開発 西松建設株式会社 建設業 1,000億円以上 関東 ○ （1）

12 IoTを活用した遠隔在庫管理 株式会社ティエス
ティテクノ 建設業 50億円未満 北陸 ○ （1）

13 IoTによる清酒生産ライン遠隔監視シ
ステム構築

秋田酒類製造株式
会社 製造業 ー 東北 ○ （1）

14 AI・IoT活用による碍子（ガイシ）製造・
品質管理業務改革 株式会社セイブ 製造業 50億円未満 九州・

沖縄 ○ （1）

15 ディープラーニングを活用した酒造り
職人技術継承 株式会社南部美人 製造業 50億円未満 東北 ○ （1）

16 AIによる石油精製・石油プラントの自
動運転実現

ENEOSホ ー ル
ディングス株式会
社

製造業 1,000億円以上 関東 ○ （1）

17 AIを活用した豆腐検品業務の効率化 四国化工機株式会
社 製造業 500億円以上、

1,000億円未満 四国 ○ （1）

18 AIを用いた化粧筆穂先検品システム開
発 株式会社晃祐堂 製造業 50億円未満 中国 ○ （1）

19 複数拠点間コミュニケーションのオン
ライン化

あさひ製菓株式会
社 製造業 50億円未満 中国 ○ （1）

20 クラウドAIを活用した顧客データ活用
基盤整備

ダイヤ工業株式会
社 製造業 50億円未満 中国 ○ （1）

21 IoTによる製造工程情報見える化 株式会社大野ナイ
フ製作所 製造業 ー 東海 ○ （1）

22 AIを活用した見積作成・鋳造方案作成
業務改革の取組 株式会社コイワイ 製造業 ー 関東 ○ （1）

23 AI活用による夾雑物除去作業自動化 カゴメ株式会社 製造業 1,000億円以上 東海 ○ （1）
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NO. 事例名

企業属性 手引書区分

企業名 業種 売上規模 地域
デ
ジ
タ
ル

オ
プ
テ
ィ
マ
イ
ゼ
ー
シ
ョ
ン

デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス

フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン

６
区
分

24 QRコードを活用した受注生産管理・
検収業務変革

株式会社山口製作
所 製造業 ー 甲信越 ○ （1）

25 製造工程自動化と生産管理デジタル化 国本工業株式会社 製造業 50億円未満 東海 ○ （1）

26 RPAの活用によるガス使用量把握業務
自動化

株 式 会 社 プ ロ グ
レッシブエナジー

電気・ガス・熱供給・
水道業 50億円未満 九州・

沖縄 ○ （1）

27 ガス製造所におけるマルチネットワー
ク環境の構築 大阪ガス株式会社 電気・ガス・熱供給・

水道業 1,000億円以上 関西 ○ （1）

28 配電設備画像データによる点検業務効
率化・省力化

中 国 電 力 ネ ッ ト
ワーク株式会社

電気・ガス・熱供給・
水道業 1,000億円以上 中国 ○ （1）

29 AIによる冷暖房施設最適運転自動化 丸の内熱供給株式
会社

電気・ガス・熱供給・
水道業

100億円以上、
300億円未満 関東 ○ （1）

30 AIを活用した管渠劣化状況自動判定 東京都下水道サー
ビス株式会社

電気・ガス・熱供給・
水道業

100億円以上、
300億円未満 関東 ○ （1）

31 3次元モデルを活用した遠隔臨場によ
る施工管理 株式会社イクシス 情報通信業 ー 関東 ○ （1）

32 IoTを用いた林業安全管理業務高度化 ASロ カ ス 株 式 会
社 情報通信業 50億円未満 関東 ○ （1）

33 PHRデータ等を用いた子育て支援
ネットワーク強化

株式会社カナミッ
クネットワーク 情報通信業 50億円未満 関東 ○ （1）

34 AIを活用した仕分け作業自動化の取組 キュレコ株式会社 情報通信業 ー 関東 ○ （1）

35 デジタルタコグラフを活用した日報作
成自動化

大和トランスポー
ト株式会社 運輸業、郵便業 50億円未満 北陸 ○ （1）

36 デジタルタコグラフによる車両運行状
況管理

東水梱包運輸株式
会社 運輸業，郵便業 ー 関東 ○ （1）

37 AI画像認識活用した惣菜量売り機の導
入 株式会社大津屋 卸売業、小売業 50億円未満 北陸 ○ （1）

38 本部・各店舗間業務連絡のクラウド化 株式会社ホリタ 卸売業、小売業 50億円未満 北陸 ○ （1）

39 AI 異常検知手法を用いたメンテナンス
システム開発の取組 株式会社マクニカ 卸売業、小売業 1,000億円以上 関東 ○ （1）

40 AI OCRによる保険契約申込書入力業
務自動化

有 限 会 社 コ ー プ
サービスしこく 金融業、保険業 50億円未満 四国 ○ （1）

41 クラウド・ZETA通信活用によるビル
管理データ統合可視化 東京建物株式会社 不動産業、物品賃貸

業 1,000億円以上 関東 ○ （1）

42 レンタルスペース管理業務の無人化 日本商事株式会社 不動産業、物品賃貸
業 50億円未満 東北 ○ （1）

43 AIの活用による食材自動発注 株 式 会 社 ね ぎ し
フードサービス

宿泊業、飲食サービ
ス業

50億円以上、
100億円未満 関東 ○ （1）

44 グループ会社データ活用基盤の統一
株 式 会 社
FOOD & L IFE 
COMPANIES

宿泊業、飲食サービ
ス業 1,000億円以上 関西 ○ （1）

45 自動化による感染症予防とサービス向
上の実現

株式会社 京王プレ
リアホテル札幌

宿泊業、飲食サービ
ス業 1,000億円以上 北海道 ○ （1）

46 AI需要予測型自動発注クラウドサービ
スの導入

株式会社ダンダダ
ン

宿泊業、飲食サービ
ス業 ー 関東 ○ （1）

47 クラウドサービスによる院内外情報共
有

医療法人ほーむけ
あ 医療、福祉 ー 中国 ○ （1）

48 独自アプリによる個別送迎業務の効率
化

医療法人八女発心
会 医療、福祉 50億円以上、

100億円未満
九州・
沖縄 ○ （1）

49 AI活用によるリハビリテーション介入
プログラム作成 医療法人社団KNI 医療、福祉 ー 関東 ○ （1）

50 スマホを用いた介護情報デジタル化と
業務効率化

株式会社アズパー
トナーズ 医療、福祉 100億円以上、

300億円未満 関東 ○ （1）
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51 圃場データ活用による収穫順位・コン
バイン割り当て最適化

芽室町農業協同組
合（JAめむろ） 複合サービス事業 1,000億円以上 北海道 ○ （1）

52 ドローンによる圃場情報のデータ化と
作業効率化

佐賀県農業協同組
合（JAさが） 複合サービス事業 1,000億円以上 九州・

沖縄 ○ （1）

53 ロボット導入による施設・店舗業務改
善

株式会社さかいま
ちづくり公社

サービス業（他に分
類されないもの） 50億円未満 関東 ○　 （1）

54 マッチングシステムによる地域建築業
者集客支援 龍神村森林組合 農業、林業 50億円未満 関西 ○　 （2）

55 自動運転フォークリフトとトラック運
行の連携によるサプライチェーン改革

大和ハウス工業株
式会社 建設業 1,000億円以上 関西 ○　 （2）

56 金型共同受注システムによる同業他社
との受注最適配分の実現

株式会社ウチダ製
作所 製造業 50億円未満 東海 ○　 （2）

57 全社データ一元管理・システム統合に
よる全社業務効率化

一丸ファルコス株
式会社 製造業 50億円以上、

100億円未満 東海 ○　 （2）

58 DXを用いたオペレーション・エコシ
ステム・事業モデル・社会改革の取組 味の素株式会社 製造業 1,000億円以上 関東 ○ （4）

59 DXビジョン実現に向けた製品・業務・
人材分野の取組

富士フイルムホー
ルディングス株式
会社

製造業 1,000億円以上 関東 ○ （2）

60 IoTを用いた熟練技能員スキル標準化
による技術伝承

株式会社ブリヂス
トン 製造業 1,000億円以上 関東 ○ （2）

61 開発・マーケティング業務へのAR/
VR技術の活用 AGC株式会社 製造業 1,000億円以上 関東 ○ （2）

62 直販所商品売れ行き状況の可視化・配
信による販売促進

四国情報管理セン
ター株式会社 情報通信業 50億円未満 四国 ○ （2）

63 データ活用による船舶運航モニタリン
グ・推進性能分析高度化 株式会社商船三井 運輸業、郵便業 1,000億円以上 関東 ○ （2）

64 自社開発システムによる配送パート
ナー含めた配送業務改革 アスクル株式会社 卸売業、小売業 1,000億円以上 関東 ○ （2）

65 IoT圃場データ活用によるジャガイモ
生産業務改革

カルビーポテト株
式会社 卸売業、小売業 100億円以上、

300億円未満 北海道 ○ （2）

66 マイナンバーカードとスマホを活用し
た電子契約の取組 株式会社岩手銀行 金融業、保険業 300億円以上、

500億円未満 東北 ○ （2）

67 AI来客予測を基にした食品ロスと従業
員負荷の削減 有限会社ゑびや 宿泊業、飲食サービ

ス業 ー 東海 ○ （2）

68 医療データ連携プラットフォームによ
る業務効率化

医療法人札幌ハー
トセンター 医療、福祉 ー 北海道 ○ （2）

69 地盤調査データ・ノウハウのデジタル
化による業務改革 応用地質株式会社 学術研究、専門・技

術サービス業
500億円以上、
1,000億円未満 関東 ○ （2）

70 バーチャル見本市サービス導入による
水産物販路拡大

香川県信用漁業協
同組合連合会 漁業 300億円以上、

500億円未満 四国 ○ （3）

71 AIを用いた自動販売機欠品防止と適正
在庫配置の実現

サントリー食品イ
ンターナショナル
株式会社

製造業 1,000億円以上 関東 ○ （3）

72 AIを活用したオンラインショールーム
の進化 株式会社LIXIL 製造業 1,000億円以上 関東 ○ （3）

73 IoT活用による高齢者健康支援への取
組 リブト株式会社 製造業 50億円未満 関東 ○ （3）

74 自社展示施設におけるARナビゲー
ション活用

ブラザー工業株式
会社 製造業 1,000億円以上 東海 ○ （3）

75 九州観光促進プラットフォームによる
地域活性化 九州電力株式会社 電気・ガス・熱供給・

水道業 1,000億円以上 九州・
沖縄 ○ （3）
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76 エリア混雑・予測情報等を公開する市
民向けおでかけ支援サービスの取組 関西電力株式会社 電気・ガス・熱供給・

水道業 1,000億円以上 関西 ○ （3）

77 AIを用いた自動発注システム展開
BIPROGY株 式 会
社（旧　 日 本 ユ ニ
シス株式会社）

情報通信業 1,000億円以上 関東 ○ （3）

78 AIによる魚雌雄自動判別ソリューショ
ンの創出

東杜シーテック株
式会社 情報通信業 50億円未満 東北 ○ （3）

79 センサーを用いた関連施設トイレ空き
状況のアプリ配信

南海電気鉄道株式
会社 運輸業、郵便業 1,000億円以上 関西 ○ （3）

80 「移動」・「健康」をテーマにしたモバイ
ルサービス提供

ANAホールディン
グス株式会社 運輸業、郵便業 1,000億円以上 関東 ○ （3）

81
いつ・どこでも乗車券を購入できるス
マートフォンデジタルチケットサービ
ス

広島電鉄株式会社 運輸業、郵便業 100億円以上、
300億円未満 中国 ○ （3）

82 AI保険金査定システムによる顧客利便
性向上

SBIインシュアラ
ンスグループ株式
会社

金融業、保険業 500億円以上、
1,000億円未満 関東 ○ （3）

83 AI等を用いた事故対応プロセス改革
東 京 海 上 ホ ー ル
ディングス株式会
社

金融業、保険業 1,000億円以上 関東 ○ （3）

84 AI自動審査を用いたクレジット申込プ
ロセスのデジタル化

プレミアグループ
株式会社 金融業、保険業 100億円以上、

300億円未満 関東 ○ （3）

85 コンタクトセンターのマルチチャネル
化 株式会社静岡銀行 金融業、保険業 1,000億円以上 東海 ○ （3）

86 不動産取引プロセスのオンライン化 株 式 会 社GA 
technologies

不動産業、物品賃貸
業 1,000億円以上 関東 ○ （3）

87 入居者専用アプリを活用したスマート
マンション

東急不動産株式会
社

不動産業、物品賃貸
業 1,000億円以上 関東 ○ （3）

88
リアルタイム字幕表示可能な透明ディ
スプレイ活用による施設内コミュニ
ケーション

三菱地所株式会社 不動産業、物品賃貸
業 1,000億円以上 関東 ○ （3）

89 リース申込・契約プロセスのデジタル
化

三井住友ファイナ
ンス＆リース株式
会社

不動産業、物品賃貸
業 1,000億円以上 関東 ○ （3）

90 センサーを活用した旅館内施設混雑状
況可視化 株式会社湯元舘 宿泊業、飲食サービ

ス業 50億円未満 関西 ○ （3）

91 AIを活用した外国人等宿泊客対応業務
変革 いろりの宿 宿泊業、飲食サービ

ス業 ー 東北 ○ （3）

92 スマホ×RFIDによる宿泊施設利用者
への情報展開

IIOプロデュース株
式会社

宿泊業、飲食サービ
ス業 50億円未満 北陸 ○ （3）

93 仮想現実（VR）を用いたリハビリテー
ション

医療法人えいしん
会 医療、福祉 ー 関西 ○ （3）

94 介護施設への高齢者オンデマンド送迎 株式会社エムダブ
ルエス日高 医療、福祉 ー 関東 ○ （3）

95 センサ・AI活用ロボット導入による関
係者コミュニケーション促進

SOMPOケア株式
会社 医療、福祉 1,000億円以上 関東 ○ （3）

96 映像型活動検知機能搭載システムによ
る入居者モニタリング

株式会社ライフケ
ア・ビジョン 医療、福祉 ー 関西 ○ （3）

97 服薬支援ロボットによる服薬業務改革 社会福祉法人奉優
会 医療、福祉 100億円以上、

300億円未満 関東 ○ （3）

98 ICT活用見守りシステムによる入居者
ケア業務効率化・高度化

株式会社エクセレ
ントケアシステム 医療、福祉 50億円以上、

100億円未満 四国 ○ （3）
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99 ICTを活用した入居者見守り業務効率
化・高度化 株式会社ケア21 医療、福祉 300億円以上、

500億円未満 関西 ○ （3）

100 AIチャットボットを活用した地域観光
案内

株 式 会 社 サ ン エ
ス・マネジメント・
システムス

学術研究、専門・技
術サービス業 ー 北海道 ○ （3）

101 観光客属性・旅程データに基づくリア
ルタイム観光情報提供

沖縄ツーリスト株
式会社

生 活 関 連 サ ー ビ ス
業、娯楽業 50億円未満 九州・

沖縄 ○ （3）

102 小学生プログラミング教育による地域
振興

株式会社アペイロ
ン 教育、学習支援業 ー 関西 ○ （3）

103 ICTを活用した赤潮予測への取組 愛南漁業協同組合 複合サービス事業 ー 四国 ○ （3）

104 各種センサーを活用した炭鉱用集中監
視システム展開

釧路コールマイン
株式会社

鉱業、採石業、砂利採
取業 50億円未満 北海道 ○ （4）

105 IoT活用による建物入居者・管理者向
けデジタルサービス提供 清水建設株式会社 建設業 1,000億円以上 関東 ○ （4）

106 スマホNFC機能とRFIDを用いた製品
真贋判定の仕組み

株 式 会 社 
ARTISTIC＆CO. 製造業 ー 東海 ○ （4）

107 デジタル基盤強化・AI等による全バ
リューチェーン効率化・新薬創出 中外製薬株式会社 製造業 1,000億円以上 関東 ○ （4）

108 防災情報システム展開による災害復旧
迅速化 旭化成株式会社 製造業 1,000億円以上 関東 ○ （4）

109 無線センサーを活用した高齢者見守り
システム

アイテック株式会
社 製造業 50億円未満 甲信越 ○ （4）

110 介護サービス関係者間での情報共有を
可能とするデータベース

キッセイコムテッ
ク株式会社 製造業 50億円以上、

100億円未満 甲信越 ○ （4）

111 水道利用状況データを活用した高齢者
見守りシステム 東洋計器株式会社 製造業 100億円以上、

300億円未満 甲信越 ○ （4）

112 要介護高齢者の食事観察サポートソフ
ト 株式会社八光 製造業 50億円以上、

100億円未満 甲信越 ○ （4）

113 人感センサー等の活用による見守り
サービス 有限会社フィット 製造業 50億円未満 甲信越 ○ （4）

114 睡眠解析技術とセンサフュージョン技
術を活用したSaaS型見守りサービス

エコナビスタ株式
会社 製造業 50億円未満 関東 ○ （4）

115 ウェアラブル型端末収集情報に基づく
専門医遠隔診療 株式会社アルム 情報通信業 50億円未満 関東 ○ （4）

116 生徒の学習進捗・姿勢解析による先生
向けサポートシステム提供

atama plus 株 式
会社 情報通信業 ー 関東 ○ （4）

117 あらゆる悩みを様々な⽅法でサポート
するヘルスケアアプリ提供

ソフトバンク株式
会社 情報通信業 1,000億円以上 関東 ○ （4）

118 NFTを活用したノベルティ提供 株式会社パルコ 卸売業、小売業 500億円以上、
1,000億円未満 関東 ○ （4）

119 アプリ収集データを用いた店舗別仕
入・販売戦略策定 株式会社エブリイ 卸売業、小売業 500億円以上、

1,000億円未満 中国 ○ （4）

120 ウェアラブル端末を用いたマンション
居住者健康管理サービス 豊田通商株式会社 卸売業、小売業 1,000億円以上 東海 ○ （4）

121 入出金情報等を基にしたトランザク
ションレンディング 株式会社愛媛銀行 金融業、保険業 300億円以上、

500億円未満 四国 ○ （4）

122 アプリ・AIBeaconデータによる顧客
ニーズ分析

協 同 組 合 福 井
ショッピングモー
ル

不動産業、物品賃貸
業 50億円未満 北陸 ○ （4）

123 売主と買取業者をつなぐ不動産仲介
オークション・サービス展開

住友不動産販売株
式会社

不動産業、物品賃貸
業 1,000億円以上 関東 ○ （4）
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NO. 事例名

企業属性 手引書区分

企業名 業種 売上規模 地域
デ
ジ
タ
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ジ
タ
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124 顔認証技術を用いた住民・観光客・従
業員乗合バスの取組

一般社団法人赤井
川村国際リゾート
推進協会

生 活 関 連 サ ー ビ ス
業、娯楽業 ー 北海道 ○ （4）

125 建設業BIMデータの作成・活用に向け
たトータルサービス提供

トランス・コスモ
ス株式会社

サービス業（他に分
類されないもの） 1,000億円以上 関東 ○ （4）

126 建築業向けMR（複合現実）ソリュー
ションの開発・導入・販売 小柳建設株式会社 建設業 50億円以上、

100億円未満 甲信越 ○ （5）

127 電子棚札による店舗・EC連動ビジネ
スの実現

株式会社ミライト・
ワン（旧 株式会社
ミライト・ホール
ディングス）

建設業 1,000億円以上 関東 ○ （5）

128 デジタル技術を用いた飲食業者情報発
信・商品開発支援

アイビック食品株
式会社 製造業 50億円未満 北海道 ○ （5）

129 現場データ見える化よる建設生産プロ
セス変革

株式会社小松製作
所 製造業 1,000億円以上 関東 ○ （5）

130 端材・余剰材料のシェアリングサービ
ス開発の取組 上代工業株式会社 製造業 50億円未満 関東 ○ （5）

131 工場デジタル化に向けた各種システム
の開発と新規サービスとしての展開 株式会社IBUKI 製造業 ー 東北 ○ （5）

132 ガス業界内外で利用可能な受発注プ
ラットフォームサービス展開 日本瓦斯株式会社 電気・ガス・熱供給・

水道業 1,000億円以上 関東 ○ （5）

133 コネクテッドカーによる法人向けEV
カーシェアリングの取組

北海道電力株式会
社

電気・ガス・熱供給・
水道業 1,000億円以上 北海道 ○ （5）

134 ブロックチェーンを活用した電力個人
間取引の取組 中部電力株式会社 電気・ガス・熱供給・

水道業 1,000億円以上 東海 ○ （5）

135 場所・時間に制約されない働き方・く
らしを創出するまちづくり KDDI株式会社 情報通信業 1,000億円以上 関東 ○ （5）

136 誰もがAPIを登録/検索できる金融API
マーケットプレイス提供

株 式 会 社 エ ヌ・
ティ・ティ・データ 情報通信業 1,000億円以上 関東 ○ （5）

137 メタバースによるスポーツ観戦空間の
提供

広島テレビ放送株
式会社 情報通信業 50億円以上、

100億円未満 中国 ○ （5）

138 介護タクシー業者と患者のマッチング
PFサービスの取組

株式会社アイネッ
ト 情報通信業 300億円以上、

500億円未満 関東 ○ （5）

139 マッチングプラットフォームによる遊
休スペース収益化 軒先株式会社 情報通信業 ー 関東 ○ （5）

140 遠隔水位調整サービスを用いた在宅勤
務者雇用マッチング事業 株式会社笑農和 情報通信業 50億円未満 北陸 ○ （5）

141 物流サプライチェーン一元管理ソ
リューションの創出 株式会社日立物流 運輸業、郵便業 1,000億円以上 関東 ○ （5）

142 物流プラットフォームサービスによる
顧客・同業他社連携強化

SGホ ー ル デ ィ ン
グス株式会社 運輸業、郵便業 1,000億円以上 関西 ○ （5）

143 電子決済、国際送金、再現金化が可能な
外国人船員向けサービス 日本郵船株式会社 運輸業、郵便業 1,000億円以上 関東 ○ （5）

144 タクシーによるアプリ注文可能な地域
飲食店デリバリーサービス

オリエント交通株
式会社 運輸業、郵便業 50億円未満 中国 ○ （5）

145 工具ユーザーからの注文を不要にす
る”置き工具”サービス

トラスコ中山株式
会社 卸売業、小売業 1,000億円以上 関東 ○ （5）

146 地産地消を実現する青果流通プラット
フォーム

やさいバス株式会
社 卸売業、小売業 50億円未満 東海 ○ （5）

147  FinTech機能を融合したエコシステ
ム構築の取組

東海東京フィナン
シャル・ホールディ
ングス株式会社

金融業、保険業 500億円以上、
1,000億円未満 関東 ○ （5）
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148 サブスクリプション型IoTサービス提
供のためのPF構築

東京センチュリー
株式会社 金融業、保険業 1,000億円以上 関東 ○ （5）

149 建設業者と金融サービスをつなぐPF
ビジネス創出

株 式 会 社 ラ ン ド
データバンク

学術研究、専門・技
術サービス業 ー 関東 ○ （5）

150 航空レーザ測深技術を用いた釣り情報
サービスアプリ展開

アジア航測株式会
社

学術研究、専門・技
術サービス業

300億円以上、
500億円未満 関東 ○ （5）

151 スマートフォンによるドローン操縦オ
ンラインツアー提供

株式会社阪急交通
社

サービス業（他に分
類されないもの）

500億円以上、
1,000億円未満 関西 ○ （5）

152 完全デジタルな銀行の設立とエンベ
デッドファイナンスの実現

株式会社ふくおか
フィナンシャルグ
ループ

金融業、保険業 1,000億円以上 九州・
沖縄 ○ （6）

153 「柏の葉」でのヘルスケアサービス開発
エコシステム構築

三井不動産株式会
社

不動産業、物品賃貸
業 1,000億円以上 関東 ○ （6）

154 メタバース上における就業市場の創出 パ ー ソ ル マ ー ケ
ティング株式会社

サービス業（他に分
類されないもの） 1,000億円以上 関東 ○ （6）

058 DX白書2023



｜
第 

２ 

部
｜
第 

３ 

章
｜

国
内
産
業
に
お
け
る
D
X
の
取
組
状
況
の
俯
瞰
図

第3章

国内産業におけるDXの取組状況の俯瞰図

俯瞰図の概要とDX事例分類1
第2章「国内産業におけるDXの取組状況の概観」で記述したマクロ調査とDX事例調査の結果を踏ま

え、我が国DXの現状や傾向を捉えるためにDX事例をマッピングした俯瞰図を作成した。俯瞰図につい
ては、「企業規模別俯瞰図（売上高別）」「産業別俯瞰図1」「産業別俯瞰図2」「地域別俯瞰図1（全国）」「地域
別俯瞰図2（都市圏・地方圏別）」を作成した。また、収集事例の中で他企業との協働によりDXを進めて
いる事例も確認できたことから、他企業との連携パターン別にどのような事例が存在しているのか概
観する「他企業・団体協働類型別俯瞰図」も作成している。

また、「地域別俯瞰図2」を除く俯瞰図では、第2章2.（2）「事例の分類」でも記述したとおり、DX事例を、
事業変革を目指す“デジタルオプティマイゼーション”と、事業変革から社会の変革までを表す“デジタ
ルトランスフォーメーション”に分類している。

俯瞰図の中で事例の傾向として記載している内容については、ネット上で得られた事例をベースと
して作成したものであり、企業がアピールする取組や、国や自治体、メディアがとり上げた事例などが
中心であり、目立たない取組が含まれにくい点については留意いただきたい。

なお、本調査で収集した事例の中から、企業・団体の特徴的な事例を取上げ、その取組の概要を「事例
紹介」として掲載している。

企業規模別俯瞰図2

（1） 概要

第2章1．（2）「企業規模別のDXの現状」で記述したように、企業規模を整理軸の一つとした。具体的に
は「企業規模（売上高区分）」を横軸、DX事例の取組内容を縦軸としたマトリクスに対して、収集した
DX事例の中から該当する事例をマッピングすることにより、俯瞰図を作成した（図表2-12）。

縦軸、横軸で区切られる各領域には、事例の取組内容に基づく名称と実施事業者の産業、事例の
No.（第2部末尾の＜参考資料＞のURLに対応）を表記している。なお、“デジタルトランスフォーメー
ション”についてはプラットフォーム型の取組や既存データやノウハウを活用した新規ビジネスに関
するものを中心に、“デジタルオプティマイゼーション”については、「50億円未満」では自動化・遠隔化
に関する事例を、「50億円以上100億円未満」については全事例を、「100億円以上1,000億円未満」「1,000億
円以上」については取引先など外部も巻き込んだ事例を中心にマッピングしている。
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（2） 俯瞰図

個々の事例をみると、売上規模が小さい企業（50億円未満）でも“デジタルオプティマイゼーショ
ン”“デジタルトランスフォーメーション”に該当する取組が確認できる。“デジタルトランスフォー
メーション”としては、地域内での農産物流通の仕組み（図表2-11 DX収集事例一覧のNo.146）や、人手不
足の農家と在宅勤務を希望する障がい者をマッチングする仕組み（同No.140）など、今まで満たされて
いなかった需要と供給をつなぐアイデアにより規模が小さくともデジタルを活用して新たなビジネス
を創出することが可能であることがうかがえる。また、売上規模が大きくなるほど、受発注や物流のプ
ラットフォームサービスなど、同業者や取引先、顧客を巻き込んだ大規模な取組がみられる（同No.55、
No.64、No.66、No.132、No.142など）。

	 図表2-12	 企業規模別俯瞰図（売上高別）

50億円未満 50億円以上
100億円未満

100億円以上
1,000億円未満 1,000億円以上

る

• AIによる石油精製・石油プラントの
自動運転実現（製造業）(No.16)

• 自動運転フォークリフトとトラック
運行の連携によるサプライチェーン
改革（建設業）(No.55)

• 自社開発システムによる配送パート
ナー含めた配送業務改革（卸売業，
小売業）(No.64)

業界共通プラットフォーム提供事
例等あり

• センサ・AI活用ロボット導入による
関係者コミュニケーション促進（医
療、福祉）(No.95)

• ガス業界内外で利用可能な受発注プ
ラットフォームサービス展開（電
気・ガス・熱供給・水道業）(No.132)

• 物流プラットフォームサービスによ
る顧客・同業他社連携強化（運輸業、
郵便業）(No.142)

一部、顧客や同業他社を巻き込ん
だデジタル化事例もあり

• AIを活用した豆腐検品業務の効率化
（製造業） (No.17)

• スマホを用いた介護情報デジタル化
と業務効率化（医療，福祉）(No.50)

• IoT圃場データ活用によるジャガイモ
生産業務改革（卸売業，小売業）
(No.65)

• マイナンバーカードとスマホを活用
した電子契約の取組（金融業、保険
業） (No.66)

自社ノウハウ・技術を用いた、
新規ビジネス領域への取組も見ら
れる

• 入出金情報等を基にしたトランザク
ションレンディング（金融業，保険
業） (No. 121)

• 介護タクシー業者と患者のマッチン
グPFサービスの取組（情報通信業）
(No. 138)

• 航空レーザ測深技術を用いた釣り情
報サービスアプリ展開（学術研究，
専門・技術サービス業） (No.150)

業務の可視化・自動化による効率
化事例が中心

• AIの活用による食材自動発注（宿泊
業，飲食サービス業） (No.43)

• 独自アプリによる個別送迎業務効率
化（医療、福祉） (No.48)

• 全社データ一元管理・システム統合
による全社業務効率化（製造業）
(No.57)

各企業の業種・ノウハウに応じた
ソリューションの開発・提供がな
されている

• 介護サービス関係者間での情報共有
を可能とするデータベース（製造
業） (No.110)

• 水道利用状況データを活用した高齢
者見守りシステム（製造業）(No.111)

• 建築業向けMR（複合現実）ソリュー
ションの開発・導入・販売（建設業）
(No.126)

• メタバースによるスポーツ観戦空間
の提供（情報通信業） (No.137)

業務の可視化・自動化による効率
化事例が中心

• IoT・ドローンを活用した農作業効率
化（農業，林業）(No.1)

• IoTセンサーを用いた牡蛎生育遠隔管
理（漁業） (No.5)

• AI OCRによる保険契約申込書入力業
務自動化（金融業，保険業） (No.40)

• RPAの活用によるガス使用量把握業務
自動化（電気・ガス・熱供給・水道
業） (No.26)

スタートアップ含め、マッチング
事業や先進技術ソリューションに
よる新規サービス・商品の取組事
例あり

• 睡眠解析技術とセンサフュージョン
技術を活用したSaaS型見守りサー
ビス（情報通信業）(No.114)

• 遠隔水位調整サービスを用いた在宅
勤務者雇用マッチング事業（情報通
信業） (No.140)

• 地産地消を実現する青果流通プラッ
トフォーム（卸売業，小売業）
(No.146)

取引先を含めたサプライチェーン
全体の改革に取組む事例がみられ

横軸
（売上高区分）

「50億円未満」「50億円以上100億円未満」「100億円以上1,000億円未満」「1,000億円以上」の4区分
（売上高の情報が得られた企業のみ、連結企業の場合は連結売上を採用）。

縦軸
（DXの取組内容）

「DX収集事例一覧（図表2-11参照）」から、事例内容を確認のうえ、“デジタルオプティマイゼーション”、
“デジタルトランスフォーメーション”の観点から分類・抽出した事例名を俯瞰図に記載
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産業別俯瞰図13

（1） 概要

第2章1.（3）「産業別のDXの現状」で示したように、産業を整理軸の一つとした。具体的には、産業別の
DXの取組割合を踏まえ、各産業を「20％未満」「20%以上30％未満」「30％以上」の三つの産業群に分類し
たうえでこれを横軸とした。なお、DXの取組割合は総務省調査を参考にしているが、第2章1.（3）でも記
述したとおり農業・林業・漁業については総務省調査では取組割合が極端に大きいことから、ここで
はTDB調査（図表2-7参照）の値を使用している（各産業のDXへの取組割合は図表2-14参照）。この横軸お
よびDX事例の取組内容を縦軸としたマトリクスに対して、収集したDX事例をマッピングし、俯瞰図と
して示した（図表2-13）。

企業規模別の俯瞰図と同様、縦軸、横軸で構成される各領域には、取組内容を踏まえ作成した事例名
と事例実施事業者の産業を記載のうえで取組内容の傾向についてコメントを補記している。なお、事例
抽出に際しては、幅広い産業事例を掲載する観点から、異なる産業の事例を選んでいる。

（2） 俯瞰図

マクロ調査からは産業によってDXに取組んでいる企業の割合に差異があることが確認されたが、本
俯瞰図では、DXに取組んでいる企業割合が低い産業においても、“デジタルオプティマイゼーション”
だけでなく、“デジタルトランスフォーメーション”に該当する取組が確認できる。

取組割合が20%未満の産業、たとえば「宿泊業、飲食サービス業」や「医療、福祉」における“デジタルト
ランスフォーメーション”の事例はすべて「（3）顧客体験の変革（図表2-10参照）」であり、「（5）市場での立
ち位置の変革（同）」、「（6）社会の変革（同）」などの事例は収集されていない。「宿泊業、飲食サービス業」
におけるAIを活用した外国人等顧客対応や「医療、福祉」産業における仮想現実（VR）センサー・AI活用
ロボット導入によるリハビリテーションにおいて、業務効率化のみならず、顧客体験変革も兼ねた事例
などの取組（図表2-11 DX収集事例一覧のNo.91、No.93）が確認できる。

また、DXに取組んでいる企業の割合が30%以上の産業群では、「（6）社会の変革」に分類したFinTech
の事例など、デジタルによる新ビジネス創出の取組がみられる。
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	 図表2-13	 産業別俯瞰図1

20%未満 20%以上30％未満 30%以上

DXの取組状況（取組企業の割合別）の産業分類

“デジタル
トランス
フォーメー
ション”

“デジタル
オプティマ
イゼーショ

ン”

• マッチングシステムによる地域建築業者集
客支援（農業、林業）(No.54)

• デジタルタコグラフによる車両運行状況
管理（運輸業、郵便業） (No.36)

• AIの活用による食材自動発注（宿泊業，飲食
サービス業）(No.43)

⇒業務の遠隔化や自動化のほか、顧客支援の
取組もみられる

• センシングデータの収集・活用による建設
現場生産性向上の取組（建設業）(No.10)

• AI・IoT活用による碍子（ガイシ）製造・品
質管理業務改革（製造業）(No.14)

•

•

AI画像認識を活用した惣菜量売り機の導入
（卸売業、小売業）(No.37)

⇒業務効率化の他、品質・安全管理業務の高
度化に資する事例もあり

• エリア混雑・予測情報等を公開する市民向
けおでかけ支援サービスの取組（電気・ガ
ス・熱供給・水道業）(No.76)

• 誰もがAPIを登録/検索できる金融APIマー
ケットプレイス提供（情報通信業）(No.136)

• 完全デジタルな銀行の設立とエンベデッド
ファイナンスの実現（金融業、保険業）
(No.152)

⇒デジタルによる新ビジネスも登場

• RPAの活用によるガス使用量把握業務自動化
（電気・ガス・熱供給・水道業）(No.26)

• AIを活用した仕分け作業自動化の取組（情報
通信業）(No.34)

• AI OCRによる保険契約申込書入力業務自動化
（金融業、保険業）(No.40)

⇒定型業務の効率化事例がみられる

【第一産業群】
• 農業、林業

• 運輸業，郵便業
• 漁業

• 宿泊業，飲食サービス業
• 医療，福祉

【第二産業群】
• 建設業
• 製造業
• 卸売業，小売業
• サービス業（※１）
• 不動産業、物品賃貸業
※１：学術研究，専門・技術サービス業、生活関連

サービス業，娯楽業、教育，学習支援業、複
合サービス事業、サービス業（他に分類され
ないもの）

【第三産業群】
• 情報通信業
• 金融業，保険業
• 電気・ガス・熱供給・水道業

産業群

入居者専用アプリを活用したスマートマン
ション  （不動産業、物品賃貸業）(No.87)

• バーチャル見本市サービス導入による水産物販路
拡大（漁業）(No.70)

• AIを活用した外国人等宿泊客対応業務変革
(No.91)

• センサーを活用した旅館内施設混雑状況可視化
（宿泊業、飲食サービス業）(No.92)

• 仮想現実（VR）を用いたリハビリテーション（医
療、福祉）(No.93)

• 物流サプライチェーン一元管理ソリューションの
創出（運輸業、郵便業）(No.141）

⇒業務効率化と顧客体験変革を兼ねた取組あり

• 建築業向けMR（複合現実）ソリューション
の開発・導入・販売（建設業）(No.126)

• 防災情報システム展開による災害復旧迅速
化（製造業）(No.108)

• 工具ユーザーからの注文を不要にする“置き
工具”サービス（卸売業、小売業）(No.145)

• メタバース上における就業市場の創出
（サービス業）(No.154)

⇒業種ごとに取組内容はさまざま

横軸
（DXに取組んでいる
企業割合）

・DXに取組んでいる企業の割合に応じた事例の振り分け方法は以下のとおり
 （ア）�「総務省調査」から、本調査の産業区分に合わせる形でDXの取組割合を再計算し、DXに取組

んでいる企業の割合が20%未満を「第一産業群」、20%以上から30%未満を「第二産業群」、
30%以上を「第三産業群」と設定した（図表2-14）

 （イ）�ただし、「農業、林業」「漁業」については総務省調査のサンプル数が合計で26件と少数である
ことから、「農業、林業、漁業」のサンプル数がより多い調査結果としてTDB調査（図表2-7参
照）における「農業、林業、漁業」のDXに取組んでいる企業の割合（12.3%）を基に、「第一産業
群」に分類

 （ウ）�また、「鉱業、採石業、砂利採取業」は総務省調査のサンプル数が7件と少なく、TDB調査には
含まれていないことから、本俯瞰図では除外

縦軸
（DXの取組内容）

「DX収集事例一覧（図表2-11参照）」から、事例内容を確認のうえ、“デジタルオプティマイゼー
ション”、“デジタルトランスフォーメーション”の観点から分類・抽出した事例名を俯瞰図に記載
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	 図表2-14	 DXの取組状況による産業分類

分類 産業 総務省調査の
サンプル数

総務省調査の
DXの取組状況 備考

第一産業群

農業，林業 22 45.4% TDB調査を基に
第一産業群に分類漁業 4 25.0%

医療，福祉 2,870 9%

宿泊業，飲食サービス業 828 16%

運輸業，郵便業 1,393 17%

第二産業群

建設業 3,627 21%

卸売業，小売業 1,846 23%

製造業 3,663 23%

サービス業※1 2,600 23%

不動産業，物品賃貸業 577 23%

第三産業群

電気・ガス・熱供給・水道業 756 32%

金融業，保険業 743 45%

情報通信業※2 1,664 45%

※1　�総務省調査の「学術研究、専門・技術サービス業」「生活関連サービス業、娯楽業」「教育、学習支援業」、「複合サービス事業」
「サービス業（他に分類されないもの）」「分類不能の産業（その他）」をまとめて再計算した。

※2　�総務省調査の「情報通信業（通信業）」「情報通信業（放送業）」「情報通信業（情報サービス業）」「情報通信業（インターネット
付属サービス業）」「情報通信業（映像・音声・文字情報制作業）」をまとめて再計算した。

※3　�鉱業、採石業、砂利採取業はサンプルが少なく、他に参考となる調査が見当たらなかったため、除外した。

（3） 事例紹介1　完全デジタルな銀行の設立と、エンベデッドファイナンスの実現＊11

産業別俯瞰図1（全産業）で取上げた事例のうち、DX収集事例一覧（図表2-11参照）で「（6）社会の変革」
に分類した三つの事例の一つであるFinTechの事例を以下に紹介する。
① 企業概要

企業名：株式会社ふくおかフィナンシャルグループ（金融業、保険業）
本社所在地：福岡県福岡市
従業員数：7,830人（連結）（2021年度）

② 事例概要
（ア） みんなの銀行の設立

ふくおかフィナンシャルグループでは、全国のデジタルネイティブ世代をターゲットにする『みんな
の銀行』を設立。本銀行はデジタルを起点として作られた銀行であり、銀行に赴くことなく口座を開設
でき、通帳やカードなども発行することなくデジタルでさまざまな取引が完結するビジネスモデルを
構築している。

＊ 11　�https://www.fukuoka-fg.com/news_info_pdf/2021/20210114_mingin.pdf
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（イ） 「みんなの銀行」におけるエンベデッドファイナンスの実践
『みんなの銀行』では、近年話題となっている「エンベデッドファイナンス（Embedded Finance）」＊12を

実現するBaaS（Banking as a Service）事業も展開している。BaaS事業では、コンシューマー向けに開
発した「みんなの銀行アプリ」の金融機能やサービスを、非金融企業向けにAPIを通じて提供する。これ
により、金融に関する必要な機能やサービスを、非金融企業がサービス利用者に提供するスマートフォ
ンアプリなどに組み込むことを可能としている。

	 図表2-15	 BaaS事業ユースケース

出典：株式会社ふくおかフィナンシャルグループNews Release（2021年1月14日）＊13

③ 本事例のポイント
スマートフォンを駆使するデジタル世代が経年により中核世代となっていくことを想定し、スマー

トフォンで口座開設から取引まで完結する国内初のデジタルバンクを創設した点、BaaS事業において
金融機能・サービスをAPIを通じて提供することで、事業パートナーの参入を容易にしている点など
が、デジタルを活用して金融業を変革する取組として注目される。

＊ 12　�日本語では「組込み型金融」「埋込み型金融」などと呼ばれ、主に非金融事業者が金融機能を自らのサービス
に組み込んで提供することを指す。

＊ 13　�https://www.fukuoka-fg.com/news_info_pdf/2021/20210114_mingin.pdf

064 DX白書2023



｜
第 

２ 

部
｜
第 

３ 

章
｜

国
内
産
業
に
お
け
る
D
X
の
取
組
状
況
の
俯
瞰
図

産業別俯瞰図24

（1） 概要

ビジネス環境の激しい変化に対応することがDXの主要な目的の一つであるが、新型コロナウイルス
感染症は近年の環境変化の最たる例として挙げられよう。新型コロナウイルス感染症は、治療や高齢者
の感染防止などを担う医療・福祉業界のみならず、運輸業、郵便業、宿泊・飲食サービス業など従業員
が移動したり、接客する産業の活動にも大きな影響を及ぼしている＊14。農業なども水際対策による外国
人の入国制限による人手不足の影響を受けている＊15。また、製造業や建設業では、高齢化という社会課
題により、若手人材の不足や技能継承といった問題＊16，＊17を抱えている。このような従業員に影響を与
える環境変化や社会課題に対して、DXは解決や緩和の手段として期待される。そこでここでは、上記
に挙げた「農業、林業、漁業」「運輸業、郵便業」「医療・福祉」「宿泊業、飲食サービス業」「建設業」「製造業」
を対象に、現場での業務、人材の不足や技能を要する業務などに関するDX事例を基に産業別俯瞰図2を
作成し、図表2-16に示した。

（2） 俯瞰図

農業、林業、漁業においては、“デジタルオプティマイゼーション”の事例が多いが、ドローンやロボッ
ト、IoTなど多様なデジタル活用により人手がかかる作業を効率化する取組が見られ（図表2-11 DX収
集事例一覧のNo.1、No.2、No.3）、今後のスマート農業の進展が期待される。運輸業、郵便業のタクシー
によるアプリ注文可能な地域飲食店デリバリーサービス（同No.144）は新型コロナウイルス感染症で需
要が減少した業界同士の連携によるトライアルと推定される。医療、福祉では高齢者施設の入居者の見
守りの事例（同No.96、No.98）があるが、収集事例の中に他の類似事例があり、需要の高い分野と推察さ
れる。

収集事例では、建設業の“デジタルトランスフォーメーション”は少なかったが、MR（複合現実）を
用いたソリューション（同No.126）は、建設物のイメージの共有により遠隔地での関係者のすりあわせ
や現場の視界の共有による検査業務の効率化など、目指す目標が高度かつ幅広い。なお、製造業の事例

（同No.17、No.18、No.23）を含め、収集事例の中にAIに関するものが多く含まれている。

＊ 14　�厚生労働省 令和 3 年版労働経済の分析 －新型コロナウイルス感染症が雇用・労働に及ぼした影響－ 第 1-（5）
-43 図 第３次産業活動指数の推移 <https://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/roudou/20/dl/20-1-1-5_02.pdf>

＊ 15　�農林水産省 農業生産・販売面での影響と新たな動き 入国制限による影響�  
<https://www.maff.go.jp/j/wpaper/w_maff/r2/r2_h/trend/part1/chap1/c1_1_02_3.html>

＊ 16　�2020 年版ものづくり白書�  
<https://www.meti.go.jp/report/whitepaper/mono/2020/honbun_html/honbun/102011_1.html>

＊ 17　�国土交通省 最近の建設業を巡る状況について �  
<https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/content/001493958.pdf>
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	 図表2-16	 産業別俯瞰図2

“デジタル
トランス
フォーメー
ション“

“デジタル
オプティマイ
ゼーション“

農業、林業、漁業 宿泊業、
飲食サービス業医療、福祉 製造業建設業

IoTやロボットを活用した現
場作業の効率化事例

• IoT・ドローンを活用した農
作業効率化 (No.1)

• QRコードを活用した果樹作
業記録の見える化(No.2)

• 搾乳ロボットによる乳牛モニ
タリング業務改革 (No.3)

• IoTセンサーを用いた牡蛎
生育遠隔管理 (No.5)

共同組織によるプラット
フォーム活用により、個々の
漁業関係者の負担を軽減、
販路も拡大

• バーチャル見本市サービス導
入による水産物販路拡大
(No.70)

AIを活用した従業員の負
荷軽減

• AIの活用による食材自動
発注 (No.43)

• AI来客予測を基にした食品
ロスと従業員負荷の削減
(No.67)

デジタルによる顧客サービス
向上と顧客対応業務の効
率化を両立

• AIを活用した外国人等宿
泊客対応業務変革
(No.91)

• スマホ×RFIDによる宿泊施
設利用者への情報展開
(No.92)

データ連携プラットフォーム
や、チャットツール導入によ
る院内外の情報共有

• クラウドサービスによる院内
外情報共有 (No.47)

• 医療データ連携プラット
フォームによる業務効率化
(No.68)

先端技術やセンサーを活用
にした現場の効率化ととも
に、顧客の安全性も実現

• 映像型活動検知機能搭載
システムによる入居者モニタ
リング(No.96)

• ICT活用見守りシステムによ
る入居者ケア業務効率化・
高度化 (No.98)

AIやIoTを用いた業務効
率化や品質向上

• IoTによる清酒生産ライン遠
隔監視システム構築
(No.13)

• AIを活用した豆腐検品業
務の効率化 (No.17)

• AIを用いた化粧筆穂先検
品システム開発 (No.18)

• AI活用による夾雑物除去
作業自動化 (No.23)

非接触で顧客を案内でき
る仕組みや現場の安全性、
効率化を実現する取組

• 自社展示施設におけるAR
ナビゲーション活用(No.74)

• 現場データ見える化よる建
設生産プロセス変革
(No.129)

建設現場の作業者の健康
状態把握や専門業務の支
援

• センサー付きヘルメットによる
作業者健康状態のリアルタ
イム管理(No.8)

• AIを活用した山岳トンネル
施工作業の自動判定シス
テム開発（No.11)

MR（複合現実）デバイス
を用いた建設現場での働き
方を変えるソリューション

• 建築業向けMR（複合現
実）ソリューションの開発・
導入・販売 (No.126)

運輸業、郵便業

データ取得及びり利活用に
よる業務効率化、高度化

• デジタルタコグラフを活用した
日報作成自動化(No.35)

• データ活用による船舶運航
モニタリング・推進性能分析
高度化(No.63)

デジタルを活用した新サー
ビスの取組

• 電子決済、国際送金、再
現金化が可能な外国人船
員向けサービス(No.143)

• タクシーによるアプリ注文可
能な地域飲食店デリバリー
サービス(No.144)

新型コロナウイルス感染症の影響が大きい産業（主要なもの） 人材の不足や技能継承の課題
を有する産業（一部）

横軸
（産業）

・�新型コロナウイルス感染症の影響が大きい産業として「農業、林業、漁業」「運輸業、郵便業」「医療、福
祉」「宿泊業、飲食サービス業」、若手人材の不足や技能継承の課題を有する産業「建設業」「製造業」を取
り上げる。

縦軸
（DXの取組内容）

「DX収集事例一覧（図表2-11参照）」から、事例内容を確認のうえ、各事例を“デジタルオプティマイゼー
ション”、“デジタルトランスフォーメーション”の観点から分類・抽出した事例名を俯瞰図に記載

（3） 事例紹介2　ICT活用見守りシステムによる入居者ケア業務効率化・高度化＊18

新型コロナウイルス感染症などの環境変化や高齢化などの社会課題に直面する医療・福祉分野に
おいて、今回収集したDX事例でも複数見られた高齢者施設の入居者の見守りシステムの一つを紹介す
る。
① 企業概要

企業名：株式会社エクセレントケアシステム（医療、福祉）
本社所在地：徳島県徳島市
従業員数：1,380人（連結）（2021年2月時点）

② 事例概要：ICT 活用見守りシステムによる入居者ケア業務効率化・高度化
同社は2021年8月に開業した介護付き有料老人ホーム「エクセレント宝塚ガーデンヒルズ」に、業務提

携しているメーカーのICTを活用した見守りシステムを導入した。本システムにより、入居者や部屋の
状況を介護記録データに集約、状態の変化を詳細に把握することができる。これらの情報を共有するこ
とで、スタッフ間の連携をスムーズに行うことができるため、利用者の転倒予防や脱水症予防などを最
大限にケアし、より質の高いサービスの提供が可能となる。また、ICT導入による業務効率化により、
スタッフの時間にゆとりができることで、今まで以上に利用者への声がけが可能となり、利用者がいっ
そう穏やかに過ごせるようになる。

＊ 18　https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000007.000068379.html
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見守りシステムに利用するIoTデバイスには、見守りカメラ、マルチセンサー、バイタルセンサー、ド
アセンサー、ナースコールなどがある。

	 図表2-17	 ICTを活用した見守りシステムの概要

出典：株式会社エクセレントケアシステムプレスリリース（2021年9月21日）

③ 本事例のポイント
本調査でも複数の事例が収集されたセンサーによる検知および情報収集に基づく見守りサービスで

あり、デジタルを活用して要介護者のケアの充実と介護スタッフの業務負荷軽減を両立することで、今
後いっそう進む高齢化という社会課題に対応していくことが期待される。
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地域別俯瞰図1（全国）5

（1） 概要

第2章1.（4）「地域別のDXの現状」では、全体的な傾向として、都市圏の企業では地方圏と比較してDX
に取組んでいる割合が高いことを確認した。そこで、全国を10の地域に区分し、収集したDX事例の中か
ら各地域区分に該当する事例をマッピングし、俯瞰図として示した（図表2-18）。

各地域区分には、DXの取組内容を踏まえ作成した事例名と事例実施企業の産業・本店所在都道府
県を記載の上で、取組内容の傾向についてコメントを補記している。なお、各地域区分で記載している
事例は、各地域の特色や収集できた複数事例内容の傾向を反映していると判断したもの中心に選定し
ている。

（2） 俯瞰図

本俯瞰図において、各地域における個々の企業DXへの取組事例をみると、多くの大企業が集まる関
東、東海、関西では、大企業を中心に「社会の変革」や「市場での立ち位置の変革」をはじめとする“デジタ
ルトランスフォーメーション”に取組む事例がみられる。

たとえば、北海道では農業でのデータ活用が進んでいる（令和4年農林水産統計＊19では「データを活用
した農業を行っている経営体」の割合が都府県平均の20.6%に対して北海道は60.1%）。これは北海道が
広大であり、30ヘクタール（30万㎡）以上の耕地面積を有する経営体が都府県合計1,500に対して北海道
だけで10,100もあることに関係すると推定される。また、スマートシティプロジェクト＊20において交通
関係の取組が進んでいる。北海道におけるDXの事例もそれらに類するものが収集されている（図表2-11 
DX収集事例一覧のNo.51、No.133）。

甲信越では、森林率（国土面積に占める森林面積）が全国第4位の山梨県において、ドローンの利活用
による森林調査の省力化事例がみられる（同No.4）。

東北、北陸、四国地方では働き手の減少や高齢化といった社会課題の解決としてデジタルを活用する
事例がみられ、働き手が不足する北陸（2021年の完全失業率は福井県第1位、富山県第5位）においては、
AI等の活用も含む業務変革や雇用のマッチング事例も見られる（同No.37、No.140）。また、高齢化率全
国第7位の岩手県では技能継承の事例が見られる（同No.15）。

なお、全国各地でスマートシティプロジェクトが実施され、デジタル田園都市国家構想実現会議事務
局が募集した「夏のDigi田甲子園＊21」でも北九州市のロボット・DX推進センターの開設、山形県酒田市
の飛島スマートアイランドプロジェクトなどが優勝している。

今回収集された事例以外にも全国各地で地域の特性を踏まえたスマートシティプロジェクトなどの取
組が実施されており、こうした事例は、類似した社会課題や構想を持つ地域のDXの取組に参考になる。

＊ 19　�農林水産省 令和 4 年農林水産統計 �  
<https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/noukou/attach/pdf/index-2.pdf>

＊ 20　�スマートシティ官民連携プラットフォーム事務局「スマートシティプロジェクト」�  
<https://www.mlit.go.jp/scpf/projects/index.html>

＊ 21　�夏の Digi 田甲子園 結果発表 <https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digitaldenen/koshien/index.html>
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	 図表2-18	 地域別俯瞰図1（全国）

①

②

③
⑤

④

⑦⑧

⑨⑩

⑥

②東北地方




③関東地方
 大企業やベンチャー企業が
集まる関東では、”デジタル
トランスフォーメーション”に
取組んでいる事例がみられ
る

 企業間連携によるDXへの
取組みも目立つ

＜関連事例＞
“デジタルトランスフォーメーション”

• 「柏の葉」でのヘルスケアサービス
開発エコシステム構築(東京、不
動産業，物品賃貸業)
(No.153)

“デジタルオプティマイゼーション”
• IoTを用いた林業安全管理業務
高度化(千葉、情報通信業) 
(No.32)

⑤東海地方
 工業地帯である東海では、
デジタル技術の活用により、
業務変革や市場改革に取
組む事例も確認できる

⑦関西地方
 関西では、大阪市を中心
に、デジタル技術を用いた
データ利活用により、顧客
体験変革事例がみられる

⑨四国地方




④甲信越地方


⑥北陸地方
 働き手が不足する北陸に
おいては、AI等の活用も含
む業務変革や雇用のマッチ
ング事例もみられる

⑧中国地方
 既存業務効率化関連の
事例が多い中、広島市を
中心に、先端技術等を活
用した市場改革を目指す
事例も確認できる

⑩九州・沖縄地方




①北海道


＜関連事例＞
“デジタルトランスフォーメーション”

• コネクテッドカーによる法人向けEV
カーシェアリングの取組(北海道、
電気・ガス・熱供給・水道業)
(No.133)

“デジタルオプティマイゼーション”
• 圃場データ活用による収穫順位・
コンバイン割り当て最適化(北海
道、複合サービス事業)
(No.51)

＜関連事例＞
“デジタルトランスフォーメーション”

• 地産地消を実現する青果流通プ
ラットフォーム(静岡、卸売業，小
売業) (No.146)

“デジタルオプティマイゼーション”
• IoTによる製造工程情報見える
化(岐阜、製造業) (No.21)

＜関連事例＞
“デジタルトランスフォーメーション”

• センサーを用いた関連施設トイレ
空き状況のアプリ配信(大阪、運
輸業，郵便業) (No.79)

“デジタルオプティマイゼーション”
• 自動運転フォークリフトとトラック運
行の連携によるサプライチェーン改
革(大阪、建設業) (No.55)

＜関連事例＞
“デジタルトランスフォーメーション”

• AIを活用した外国人等宿泊客
対応業務変革(福島、宿泊業，
飲食サービス業) (No.91)

“デジタルオプティマイゼーション”
• ディープラーニングを活用した酒造
り職人技術継承(岩手、製造業)
(No.15)

＜関連事例＞
デジタルトランスフォーメーション”

• 水道利用状況を活用した高齢者
見守りシステム(長野、製造業)
(No.111)

“”デジタルオプティマイゼーション”
• ドローンによる森林調査業務改革

(山梨、農業・林業) (No.4)

＜関連事例＞
“デジタルトランスフォーメーション”

• 遠隔水位調整サービスを用いた
在宅勤務者雇用マッチング事業
(富山、情報通信業)
(No.140)

“デジタルオプティマイゼーション”
• AI画像認識活用した惣菜量売り
機の導入(福井、卸売業，小売
業) (No.37)

＜関連事例＞
“デジタルトランスフォーメーション”

• メタバースによるスポーツ観戦空間
の提供(広島、情報通信業)
(No.137)

“デジタルオプティマイゼーション”
• クラウドAIを活用した顧客データ
活用基盤整備(岡山、製造業)
(No.20)

＜関連事例＞
“デジタルトランスフォーメーション”

• バーチャル見本市サービス導入に
よる水産物販路拡大(香川、漁
業) (No.70)

“デジタルオプティマイゼーション”
• IoTセンサーを用いた牡蛎生育遠
隔管理(徳島、漁業) (No.5)

＜関連事例＞
“デジタルトランスフォーメーション”

• 完全デジタルな銀行の設立とエン
ベデッドファイナンスの実現(福岡、
金融業，保険業) (No.152)

“デジタルオプティマイゼーション”
• AI・IoT活用による碍子（ガイ
シ）製造・品質管理業務改革

(佐賀、製造業) (No.14)

※代表的な事例をピックアップして記載

広大な北海道では、農業
でのデータ活用や、交通系
のスマートシティプロジェクト
が進んでいる。事例もそれ
らに類するものが収集され
ている

高齢化が進む四国では、
No.70の事例はコロナ禍で
対面での商談が困難になって
いる漁業における取組である
高齢化が進む徳島県では、
IoTを活用した水産養殖業
も事例がみられる

森林率（国土面積に占
める森林面積）が全国第
4位の山梨県では、ドロー
ンの利活用による森林調
査の省力化事例がみられ
る

業務変革にデジタル技術を
活用する事例が確認できる
事例は収集されなかったが九
州では夏のDigi田甲子園で
優勝した北九州市、大分県
のスマートシティプロジェクトの
ようにロボットの活用もみられる

高齢化が進む岩手県では
技能継承の事例がみられる
No.91の事例は会津若松
市であるが、同地域では交
通、防災などさまざまなスマ
ートシティプロジェクトが実施
されている

＜作成方法＞
地域区分 日本列島を北海道、東北、関東、甲信越、東海、北陸、関西、中国、四国、九州および沖縄の10区分に分類し、北海

道から順に①から⑩の番号を割当てた

記載事例 全国10の地域区分ごとに図表2-11「DX収集事例一覧」から、事例内容を確認の上で、各事例をデジタルオプ
ティマイゼーション、デジタルトランスフォーメーションの観点から分類・抽出した事例名を俯瞰図に記載

（3） 事例紹介3　ドローンによる森林調査業務の改革＊22

森林率が全国第4位という山梨県においてドローンの利活用で森林調査の省力化を実現した事例と
して、また投資余力が少ない中小企業が補助金を活用した事例として、本取組を紹介する。
① 企業概要

企業名：有限会社天女山（農業、林業）
本社所在地：山梨県北杜市
従業員数：13人

② 事例概要：IT 導入補助金を活用した森林解析
有限会社天女山は山梨県の八ヶ岳南麓で林業を営んでいる。業務へのITツール導入前、同社は下記経

営課題を抱えていた。
・林業は産業構造上、利益を確保することが難しい状況
・森林調査作業に多くの人手と時間がかかる
　（実際に森林を歩いて木を1本1本調査し、結果をエクセルに入力する等）
・デジタル化を模索するも、自社負担だけではITツール導入に踏み切ることができない状況

＊ 22　https://it-case.smrj.go.jp/2020/tennyosan
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上記課題解決に向けて、同社は独立行政法人 中小企業基盤整備機構（中小機構）の「IT導入補助金」を
活用し、3D GISツール「ScanSurvey Z Pro」を導入。本ツールは大容量の点群データを高速で3D表示、
3D編集、3D自動分析することが可能であるほか、その他レイヤ分離機能や作図機能などの機能を有し
ている。本ツールの導入により、下記が実施できるようになった。

・�ドローンを用いて森林調査を実施し、その結果を点群データ化する。本ツールの活用により、それら
点群データを解析できるようになった

・�作業道設計を地形図からツールの活用に変更したことで、図面上では難しかったルート選定を事
前に判断できるようになった

・従来できなかった土量の推測値を計算できるようになった

	 図表2-19	 導入したITツールを用いた業務風景

出典：独立行政法人中小企業基盤整備機構Webサイト＊23 

上記に伴い、森林調査人員数の削減および調査コストを削減できた。
・森林調査人員数が1haあたり約10名から2名に削減
・作業道のルート選定に係る現地調査（踏査）時間が従来の約2分の1に短縮
・3Dデータを活用し、魅力的な施業提案が可能になった

③ 本事例のポイント
今回のDX事例調査では事例が少なかった林業の取組であること、デジタルの活用により実際に大幅

な業務効率化を実現していること、中小企業がIT導入補助金の活用によりDXを推進していることなど
が林業や中小企業の参考になると期待される。

＊ 23　https://it-case.smrj.go.jp/2020/tennyosan
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地域別俯瞰図2（都市圏・地方圏別）6

（1） 概要

前述の地域別俯瞰図1では、全国を10の地域区分に分類しているが、それぞれの地域区分には都市部
とそれ以外の地域も混在していることから、都市圏および地方圏を横軸、都市圏・地方圏の中心となる
都市およびそれ以外を縦軸として、俯瞰図を示した（図表2-20）。

各地域区分には、取組内容を踏まえ作成した事例名と実施している企業の産業を記載のうえで、取組
内容の傾向を補記している。なお、各領域の複数事例の内容を踏まえて、各領域の事例の傾向が反映さ
れていると判断したもの中心に選定している。

（2） 俯瞰図

本調査で収集した三大都市圏における都市と都市以外の地域区分に該当する事例をみると、都市圏・
地方圏の中心となる都市、とくに東京23区（特別区）については、さまざまな産業の企業において、他業
種とも連携した“デジタルトランスフォーメーション”に該当する事例が多かった。一方、都市圏・地方
圏の中心となる都市以外では、デジタルを活用した業務の自動化や省力化など、生産性の向上や人口減
少に伴う労働力補填に資する、いわゆる“デジタルオプティマイゼーション”に該当する事例が多かっ
た。東京23区に集積する情報通信産業は全国の4割弱であり＊24、集積するIT企業のデジタルサービス提
供やスタートアップ企業との提携などが、それ以外の地域との差につながっている可能性もある。

＊ 24　�総務省 令和 3 年経済センサス（速報集計）より計算 �  
<https://www.stat.go.jp/data/e-census/2021/kekka/index.html>
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	 図表2-20	 地域別俯瞰図2（都市圏・地域圏別）

都市圏・
地方圏の
中心となる
都市

上記以外

東京都(東京23区)
企業数が多いためか事例数も多く、
業界内外を巻き込んだ先進的な事
例も多数
 ガス業界内外で利用可能な受発注プラッ

トフォームサービス展開(電気・ガス・熱供
給・水道業) (No.132)

 マッチングプラットフォームによる遊休スペー
ス収益化(情報通信業) (No.139)

 建設業者と金融サービスをつなぐプラット
フォームビジネス創出(学術研究，専門・
技術サービス業) (No.149)

 メタバース上における就業市場の創出
(サービス業) (No.154)

首都圏(東京23区を除く)
収集した事例の業種は幅広く、多く
は既存業務の変革に関連するもの
 センシングデータの収集・活用による建設

現場生産性向上の取組(山梨、建設業)
(No.10)

 IoTを用いた林業安全管理業務高度化
(千葉、情報通信業) (No.32)

 デジタルタコグラフによる車両運行状況管
理(埼玉、運輸業，郵便業) (No.36)

 AI活用によるリハビリテーション介入プログ
ラム作成(東京、医療，福祉) (No.49)

 IoT活用による高齢者健康支援への取
組(東京、卸売業，小売業) (No.73)

愛知県(名古屋市)
収集できた事例数は多くないが
（4件）、市場変革や顧客体験変
革に関連する事例も確認できる
 AI活用による夾雑物除去作業自動化

（製造業） (No.23)
 自社展示施設におけるARナビゲーション

活用（製造業） (No.74)
 ウエアラブル端末を用いたマンション居住者

健康管理サービス(卸売業，小売業)
(No.120)

 ブロックチェーンを活用した電力個人間取
引の取組(電気・ガス・熱供給・水道業)
(No.134)

中京圏(名古屋市を除く)
地域性を反映してか、収集できた
事例は製造業が中心
 金型共同受注システムによる同業他社と

の受注最適配分の実現(愛知、製造業)
(No.56)

 全社データ一元管理・システム統合による
全社業務効率化(岐阜、製造業)
(No.57)

 AI来客予測を基にした食品ロスと従業員
負荷の削減(三重、宿泊業，飲食サービ
ス業) (No.67)

 スマホNFC機能とRFIDを用いた製品真
贋判定の仕組み(岐阜、製造業)
(No.106)

大阪府(大阪市)
収集できた事例数は多くないが
（7件）、顧客体験変革に関連す
る事例が確認できる
 エリア混雑・予測情報等を公開する市民

向けおでかけ支援サービスの取組(電気・
ガス・熱供給・水道業) (No.76)

 センサーを用いた関連施設トイレ空き状況
のアプリ配信(運輸業，郵便業)
(No.79)

 映像型活動検知機能搭載システムによる
入居者モニタリング(医療，福祉)
(No.96)

 スマートフォンによるドローン操縦オンライン
ツアー提供(サービス業) (No.151)

近畿圏(大阪市を除く)
収集した事例の業種は幅広く、特段
の傾向は確認できない
 マッチングシステムによる地域建築業者集

客支援(和歌山、農業，林業)
(No.54)

 センサーを活用した旅館内施設混雑状況
可視化(滋賀、宿泊業，飲食サービス
業) (No.90)

 仮想現実（VR）を用いたリハビリテーショ
ン(大阪、医療，福祉) (No.93)

 物流プラットフォームサービスによる顧客・
同業他社連携強化(運輸業，郵便業)
(No.142)

首都圏 中京圏 近畿圏
三大都市圏 地方圏

その他地域
収集した事例の業種は幅広く、特段
の傾向は確認できない
 IoTセンサーを用いた牡蛎生育遠隔管理

(徳島、漁業) (No.5)
 デジタルタコグラフを活用した日報作成自

動化(富山、運輸業，郵便業)
(No.35)

 圃場データ活用による収穫順位・コンバイ
ン割り当て最適化(北海道、複合サービス
事業) (No.51)

 AIを活用した外国人等宿泊客対応業務
変革(福島、医療，宿泊業，飲食サービ
ス) (No.91)

札幌市・仙台市・広島市・福岡
市
各都市での取組については特段の
傾向は確認できない
 九州観光促進プラットフォームによる地域

活性化(福岡、電気・ガス・熱供給・水道
業) (No.75)

 AIによる魚雌雄自動判別ソリューションの
創出(宮城、情報通信業) (No.78)

 デジタル技術を用いた飲食業者情報発
信・商品開発支援(北海道、製造業)
(No.128)

 メタバースによるスポーツ観戦空間の提供
(広島、情報通信業) (No.137)

横軸
（三大都市圏と地方圏）

・�「三大都市圏」として、地域を首都圏（東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県・茨城県・栃木県・群馬県・
山梨県）、中京圏（愛知県・岐阜県・三重県）、近畿圏（大阪府・京都府・兵庫県・滋賀県・奈良県・
和歌山県）に区分

・また、三大都市圏以外を「地方圏」と区分

縦軸
（�都市圏・地方圏の中

心となる都市と上記
以外）

・�三大都市圏をそれぞれ「都市圏の中心となる都市（東京23区、名古屋市、大阪市）」と「上記以外」
に区分

・�地方圏のうち、札幌市・仙台市・広島市・福岡市を「地方圏の中心となる都市」とし、左記以外を「上
記以外」に区分

（3） 事例紹介４　メタバース上における就業市場の創出＊25

近年、注目されている技術の一つに「メタバース」があるが、本調査で収集した事例のなかで活用して
いる取組は2件であった。ここでは、そのうち、地方都市の人材や障がい者の活用を促進しようとする事
例を紹介する。
① 企業概要

企業名：パーソルマーケティング株式会社（サービス業）
本社所在地：東京都新宿区
従業員数：60,675 人（連結）（2022年3月31日時点）

② 事例概要：仮想空間を活用した新しい働き方を創出していく
人材サービスを手掛けるパーソルマーケティングは、2022年4月に、リアルでの営業支援、販売支援、

店舗支援の人材サービスの知見やノウハウを生かして、メタバース上で「接客・販売」「案内・運営」「出

＊ 25　�https://www.kankeiren.or.jp/iot/pdf/iot66.pdf
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店支援」「誘致支援」「アバタースタッフ育成支援」の提供を開始した。求職者は、メタバースを活用する
ことで、年齢や性別、病気や障害の有無、勤務場所や時間などに関係なく、知識や経験を生かして在宅勤
務やリモートワーク、時短勤務や日数限定勤務、複業・兼業やフリーランスなど、働く選択肢を増やす
ことが可能になる。メタバースの活用により、営業や販売業務に関する豊富な知識や経験がある人材で
あっても、勤務時間や地域に制限がある場合や、年齢による体力の衰えや病気や障害があることで、立
ち仕事や外回りの仕事が難しく就業機会が限られてしまうといった課題を解決する。

同社では、メタバースを人の行動領域や選択肢を拡張させる第2世界（社会）と定義し、リアルとバー
チャル双方の世界をシームレスに橋渡しすることが、新たな雇用を生み、多様な人材が活躍できる社会
を構築することにつながり、また、プロモーション、イベント、物販、デジタルコンテンツの販売におい
てもメタバースは有用であると考えている。

	 図表2-21	 パーソルマーケティングが考えるメタバース活用事例

出典：パーソルマーケティング株式会社Webサイト

③ 本事例のポイント
働く意思やスキルを持っていても場所や身体的な理由によって就業が困難な人材を、メタバースを

活用することで就業につなげるという先進的な取組であり、大都市圏の人材を人手が不足する地方圏
の職場と結び付けたり、近隣に希望する職種がない地方圏の人材が移住することなく大都市圏で就労
することが可能になると期待される。

（4） 事例紹介5　ウェアラブル端末を用いたマンション居住者健康管理サービス＊26

ここでは、名古屋市に分類した事例のなかで、IoTを活用した健康管理により地方拠点の付加価値を
高める取組を紹介する。
① 企業概要

企業名：豊田通商株式会社（卸売業、小売業）

＊ 26　https://www.toyota-tsusho.com/press/detail/210412_004805.html
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本社所在地：愛知県名古屋市
従業員数：65,218人（連結）（2022年3月末時点）

② 事例概要：IoT 活用健康管理システム「からだステーション」を分譲マンションへ提供
豊田通商は、2021年4月に秋田不動産サービス株式会社、株式会社大京、ミサワホーム株式会社の

3社が開発する「秋田版CCRC（Continuing Care Retirement Community）拠点整備事業」内分譲マン
ション「クロッセ秋田」に、自社が展開するIoT活用健康管理システム「からだステーション」の導入を
開始した。「クロッセ秋田」の居住者、および地域住民に運動データを計測する専用ウェアラブル端末

「Karamo」と専用測定機器（血圧計・体組成計）を提供し、日々の運動データと身体データを「からだス
テーション」のシステムで一元管理する。「からだステーション」の利用者は、計測したデータを基に「ク
ロッセ秋田」の商業エリア内にある健康相談センターで、健康増進に向けたアドバイスを受けることが
できる。また、専用アプリ・ウェブサイト上でのデータ閲覧も可能なため、離れて暮らす家族も利用者
の健康状況をいつでも見守ることもできる。今後は、商店街・百貨店と連携し、運動実施後にシステム
上で取得できるポイントをクーポンに交換して、購買活動につなげることを予定している。

	 図表2-22	 専用ウェアラブル端末「Karamo」および利用イメージ

　　　　　

出典：豊田通商株式会社プレスリリース（2021年4月12日）

③ 本事例のポイント
デジタル技術を活用した新たな端末・サービスの導入により、マンション入居者および入居者家族

への提供価値を向上させるとともに、地域交流や購買活動の促進による地方創生にも寄与する取組で
ある。
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他企業・団体協働類型別俯瞰図7

（1） 概要

第2章1.「マクロ調査」では、DXの取組を進める上で予算・人材・ノウハウの確保が課題となってい
ること、またDXに取組むにあたってのデジタル化が産業によっては遅れていることを述べている。こ
れらの課題については、自社単独では解決しがたいものも多いと推定される。そこで、自社では保有し
ていない技術や業務領域をもつ外部の企業・団体との協働＊27は、高度なデジタル技術の活用や業務改
革・新規ビジネス創出といったDX推進に有効な手段であると考えられる。

そこで、収集した事例の内容から分類した「他企業・団体協働類型」を横軸、DX事例の取組内容を縦
軸としたマトリクスに対して、収集したDX事例の中から該当する事例を抽出のうえでマッピングし、
俯瞰図を作成し、「他企業・団体協働類型」ごとに“デジタルオプティマイゼーション”“デジタルトラン
スフォーメーション”それぞれでどのようなDXの取組事例が存在するのかを可視化した（図表2-23）。

縦軸、横軸で構成される各領域には、取組内容を踏まえ作成した事例名と事例実施企業の名称・産業
を記載の上で取組内容の傾向についてコメントを補記している。なお、「取引先」「グループ会社」の“デ
ジタルオプティマイゼーション”に該当する領域以外は、各領域に該当する複数の事例の内容を踏ま
え、事例内容の傾向を反映していると判断したものを抽出している。

（2） 俯瞰図

本俯瞰図作成にあたっては、事例の内容から他企業・団体との取組パターンを、協働先の企業・団体
の業種や取組を実施した企業との関係性などの観点から、「自治体、大学・研究機関、非営利団体」「情報
通信事業者」「取引先（顧客、仕入先、委託先等）」「グループ会社（子会社、親会社、関連会社等）」の四つに
区分している。

その中で、「自治体、大学・研究機関、非営利団体」との連携では、街づくりや地域産業など、地域振興
に関連する事例（図表2-11 DX収集事例一覧のNo.78、No.103、No.153、No.51、No.54、No.62）を確認
することができ、「情報通信事業者」との連携では、自社ノウハウと外部企業の技術とを組合わせるこ
とで、既存業務の変革や新たな製品・サービスの創出を図っている事例（同No.126、No.148、No.15、
No.16、No.49）を確認することができる。また、「取引先（顧客、仕入先、委託先等）」との連携では、ステー
クホルダー全体の利益に資する効率化の取組や新規サービス創出（同No.144、No.145、No.66）などが、「グ
ループ会社（子会社、親会社、関連会社等）」との連携では、子会社や共同出資会社の設立を通じた新規ビ
ジネスの取組事例（同No.148、No.149）が確認できる。

これら結果はあくまで一例ではあるが、地域・産業課題解決に向けては「自治体、大学・研究機関、非
営利団体」、既存業務の高度化・新商品・サービスについては「情報通信事業者」「取引先（顧客、仕入先、
委託先等）」、既存ビジネスの枠から外れる新たなビジネスについては「グループ会社（子会社、親会社、
関連会社等）」といった連携パターンが存在することも考えられる。

＊ 27　�協働には、企業・組織間連携に加え、既存事業の枠を越えた越境的な活動を通じた連携が含まれる。
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	 図表2-23	 他企業・団体協働類型俯瞰図

自治体、大学・研究機関
非営利団体 情報通信事業者 取引先

（顧客、仕入先、委託先等）

“デジタル
トランス
フォーメー
ション”

“デジタル
オプティマ
イゼーショ

ン”

グループ会社
(子会社、親会社、関連会社等)

収集事例からは
該当なし

子会社や共同出資企業を通じた
新規ビジネス創出事例が確認で
きる
• グループのIT企業と連携したサブ
スクリプション型IoTサービス提供
のためのプラットフォーム構築・
販売（東京センチュリー株式会社
～金融業，保険業）(No.148)

• 複数の金融機関、建設事業者等が
共同出資し、IoTデータを活用した
建設業者と金融サービスをつなぐ
プラットフォームビジネスを創出
（株式会社ランドデータバンク
学術研究～専門・技術サービス
業） (No.149)

確認できた取引先との協働事例
は少数
• 法人顧客とのマイナンバーカード
とスマホを活用した電子契約の取
組（株式会社岩手銀行～金融業，
保険業） (No.66)

取引先とのWIN-WINの関係を実
現する新規サービス創出事例あ
り

• コロナの影響で需要が落ちている
飲食店と共同で、アプリでの注文
が可能な地域飲食店デリバリー
サービスを創出（オリエント交通
～運輸業，郵便業）(No.144)

• 工具販売店と連携した工具ユー
ザーからの注文を不要にする”置
き工具”サービス（トラスコ中山
株式会社～卸売業，小売業）
(No.145)

先進技術の自社業務への活用時
にITベンダ等と提携する事例が
確認できる
• ITベンチャーと連携したディープ
ラーニングを活用した酒造り職人
技術継承（株式会社南部美人～製
造業） (No.15)

• AIに強みを有する情報通信企業と
の連携による石油精製プラントの
自動運転（ENEOSホールディング
ス株式会社～製造業） (No.16)

• 大手情報通信企業との連携したAI
活用によるリハビリテーション介
入プログラム作成（医療法人社団
KNI～医療，福祉） (No.49)

ITベンダ等との協働により、新
商品・サービス開発を実現して
いる事例あり
• 大手情報通信企業と連携した建築
業向けMR（複合現実）ソリュー
ションの開発・販売（小柳建設株
式会社～建設業） (No.126)

• グループの情報通信企業と連携し
たサブスクリプション型IoTサービ
ス提供のためのプラットフォーム
構築・販売（東京センチュリー株
式会社～金融業，保険業）
(No.148)

自治体と連携した地域産業の生
産性向上に資する事例が主
• 自治体と連携した圃場データ活用
による収穫順位・コンバイン割り
当て最適化（芽室町農業協同組合
～複合サービス事業）(No.51)

• 自治体と連携したマッチングシス
テムによる地域建築業者集客支援
（龍神村森林組合～農業，林業）
(No.54)

• 自治体（道の駅）と連携した直販
所商品売れ行き状況の可視化・配
信による販売促進（四国情報管理
センター株式会社～情報通信業）
(No.62)

大学や研究機関、自治体と連携
した街づくりや地域産業に関連
する事例が目立つ
• 研究機関と連携したAIによる魚雌
雄自動判別ソリューションの創出
（東杜シーテック株式会社～情報
通信業） (No.78)

• 大学や自治体と連携したICTを活用
した赤潮予測への取組（愛南漁業
協同組合～漁業） (No.103)

• 公・民・学連携での「柏の葉」ヘ
ルスケアサービス開発エコシステ
ムの構築（三井不動産株式会社～
不動産業，物品賃貸業）(No.153)

協働先の企業・団体の類型

横軸
（他企業・団体協働類型）

・�収集したDX事例において、他企業・団体と協働して実施されている事例を抽出
・�各事例については、他企業・団体との協働類型を「自治体、大学・研究機関、非営利団体」「情報

通信事業者」「取引先（顧客、仕入先、委託先等）」「グループ会社（子会社、親会社、関連会社等）」
とに区分

※�各事例の協働類型は一意に決まるものではなく、複数の類型に同時に部分類される事例も存
在する。

※�抽出した各事例は、事例内容から他企業・団体と協働が確認できたものであり、これら以外の
事例が他企業・団体と協働している可能性もある。

縦軸
（DXの取組内容）

・�図表2-11「DX収集事例一覧」から、事例内容を確認の上で、各事例を“デジタルオプティマイ
ゼーション”“デジタルトランスフォーメーション”の観点から分類・抽出した事例名を俯瞰図
に記載
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第４章

まとめ

国内産業におけるDXの動向を俯瞰的に把握するため、公開されているアンケート調査などを基に、
DXの取組の現状をマクロ的な視点から取りまとめた。さらに、DXへの取組の事例収集を行い、マクロ
調査を基にしたDXへの取組状況の整理軸（企業規模、産業、地域）に基づいて事例をマッピングし、俯瞰
図を作成した。

各種アンケート調査等からは、企業規模、産業、地域により企業のDXの取組状況が異なることが読み
取れたが、DXの取組事例をみると、中小企業がデジタルを活用した事例や情報通信業が他産業のDX
を推進する事例など、企業の工夫や企業間の連携により課題を解決しつつDXを推進する姿もみられ
た。社会を変革するようなDX事例は大企業によるものが大部分であったが、地域社会の変革を志向す
る地域企業での取組もみられ、こうした取組のいっそうの広がりが期待される。

大企業では同業者や取引先、顧客を巻き込んだ大規模な事例がみられた。業種別俯瞰図では、情報通
信業が他産業のDXを推進する事例がみられ、他産業が主導するDXの取組のサポートや協業などの役
割がみられた。地域別俯瞰図では、農業や森林調査など地域産業のニーズに応える事例、働き手の減少
や高齢化といった地域における社会課題への対応といった事例もみられた。

今回の分析では、公表されたDXの取組事例を活用して俯瞰図を作成しているため、メディアに注目
されたり企業がアピールしている成功事例が取上げられやすいが、その背景には、DXに挑戦したも
のの成功に至らなかった企業や、まだ取組めていない企業が数多く存在していると推定される。それら
の企業が俯瞰図において、規模や産業、地域などが自社に当てはまる場所をみることで適した事例の参
照、“デジタルオプティマイゼーション”から“デジタルトランスフォーメーション”への展開を検討す
るなど、DXの取組に役立てていただけることを期待したい。
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